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Ⅰ 教職開発専攻の教育目的と特徴 
 

１．教育目的 

（１） 教育活動を実施する上での基本方針 

 本専攻の理念は，知識社会に生きる子どもたちの力を培う教師の専門性開発と学校の改

革を支援することにある。そのために，学校・教育委員会・大学院の連携による「学校拠

点方式」を教育活動実施上の基本方針と定め，現職教員院生と学部卒院生の学びを支えな

がら学校の実践の発展を支え，国際的な教育改革をリードすることを目的としている。 

 
（２） 達成しようとする基本的な成果 

 本専攻では，以下４つの力を現職教員院生と学部卒院生に涵養することを達成しようと

する基本的な成果と位置づけている。 

（A）学習と成長を支えるファシリテーター・コーディネーターとしての実践力 

（B）学習の協働組織とその改革のマネジメント力 

（C）実践の質を不断に高め発展させていく省察・研究能力 

（D）公教育としての学校を担う専門職としての教員の理念と責任 

 これらの力を院生に涵養するために，福井県内外及び国内外の教育機関との協働連携

ネットワークを構築することをめざしている。 

  

（３） 大学の基本的な目標との関連 

 本専攻の基本方針は本学の中期目標における教育に関する基本的な理念である「人々が

健やかに暮らせるための科学と技術に関する世界的水準での教育・研究を推進し，地域，

国及び国際社会に貢献し得る人材を育成する」に関連する。 

 

（４） 教育研究等の質の向上に関する目標との関連 

 本専攻の教育目的は中期目標の「基本目標『21 世紀のグローバル社会において高度専門

職業人として活躍できる人材の育成』を目指して，国際的にも通用する質の高い教育を実

施する」及び「質の高い教育を実現するため，教育内容・方法や成果を点検・評価するシ

ステムを構築し，不断に改善を行う教育実施体制を整備する」に関連する。 
 

２．組織の特徴や特色 

 本専攻は学部卒院生の「教職専門性開発コース」，現職教員院生の「スクールリーダー養

成コース」の２コースを設置し，「学校拠点方式」による教員養成と教師教育を推進するた

めに，学校改革・授業改革に協働で取り組む学校・機関を「拠点校」に位置づけることに

組織の特徴があり，現在，拠点校は附属学園（４校園），県内公立学校５校・私立学校１校，

教育機関３所，東京都板橋区学校２校及び教育機関１所，奈良県国立大学附属学校１校，

神奈川県私立学校１校がある。組織の特色として，各拠点校の担当・運営業務・授業をす

べて複数教員で担当し，院生との協働実践研究を多角的に支援可能な体制を編成している。

また，他大学との協働機構「教師教育改革コラボレーション」を創設して福井県外の教師

教育を支援し，全国的な教育改革を推進している。本取組は平成 25 年度特別経費に採択さ

れ，平成 26 年度から特別経費：国立大学機能強化に引き継がれ，教育改革の革新的実践と

して極めて高い評価を得ている。さらに，平成 27 年度には OECD や JICA といった国外教育

機関と連携し国際的な教育実践研究を展開しており，「学校拠点方式」による教員養成と，

教師教育をグローバル社会の中で実現する教員組織の再編成及び教育内容の国際化を推進

している。 

 

３．入学者の状況 

 本専攻の入学定員は 30 名で，平成 22 年度～平成 27 年度の実入学者数は以下の通りであ

る。 
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平成 22 年度 29 名（教職専門性開発コース９名，スクールリーダー養成コース 20 名） 

平成 23 年度 32 名（教職専門性開発コース 13 名，スクールリーダー養成コース 19 名） 

平成 24 年度 30 名（教職専門性開発コース 13 名，スクールリーダー養成コース 17 名） 

平成 25 年度 33 名（教職専門性開発コース 15 名，スクールリーダー養成コース 18 名） 

平成 26 年度 27 名（教職専門性開発コース８名， スクールリーダー養成コース 19 名） 

平成 27 年度 34 名（教職専門性開発コース８名， スクールリーダー養成コース 26 名） 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

・教育委員会（以下「教委」という。）：「学校拠点方式」による教師教育の取組を通して，

自治体における学校教育全体の活性化及び教育の質の向上を期待している。 

・学校：本専攻との協働実践研究を通して，学校の課題解決の推進，入学現職教員を中核

とした教職員全体の専門性開発の推進を期待している。 

・現職教員院生：本専攻での学修を通して，学校の中核となって同僚との協働を実現し，

他校との連携を図り，学校及び地域の中核リーダーになっていくことを期待している。 

・学部卒院生：本専攻での学修を通して，21 世紀の「新たな学び」を実現可能な資質能力，

「学び続ける教員」としての素養を身につけ，将来の学校教育のリーダーとして成長

発達していくことを期待している。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 

【「学校拠点方式」に基づく教員組織編成・教育体制の工夫とその効果】 

① 本専攻は「学校拠点方

式」による教員養成と教

師教育を推進する教育

課程を編成し（資料

1-1-1），それに基づく協

働組織体制を採る。全教

員で学校・授業担当チー

ムを組み（資料 1-1-2，

3），学校・機関と院生の

学修研究の支援を連動

推進している。この特徴

的な教員組織編成・体制

により，学校・機関は本

専攻教員と協働で実践

と教師教育の取組を不

断に発展させ，学校・機

関の課題に即した実践

研究が可能となってお

り，教委・学校関係者か

ら極めて高い評価を得

ている（資料 1-1-4）。 
 
 

 

 

資料 1-1-2 平成 27 年度拠点校・連携校と教員担当一覧 

 

資料 1-1-1 「学校拠点方式」による教員養成・教師教育の概要 

 

 

拠点校（県内外18校） 

教職大学院 連携校（県内外20校） 

大学院に入学した 
拠点校教員 

拠点校で 
長期インターンシップ 
に取り組む若手院生 

他の教員 

全国の学校から 
参加した教員 

全国の教職大学院から 
参加した研究者 大学院教員 

大学院教員 
実務家・研究者 

ラウンド 
テーブル 集中講義 

週間／月間 
カンファレンス 

事例研究 

教員間の 
協働研究を 
支える 

学校の 
現実の課題を 
研究する 

全国の大学院と 
省察的実践・ 
教師教育改革 
コラボレーション 

事例を持ち寄って 
検討を行う 

大学院に入学した 
連携校教員 

 学校拠点の協働実践研究プロジェクト 
「学校拠点方式」により、学校の現実の課題（学校改革・授業改

善等）に院生と大学院教員が協働で取り組む。 
 教職専門性の開発を支援 

知識社会の教師に求められる実践力、マネジメント力、省察・研
究能力、理念と責任、の4つの能力を培う。 
 1年間の学校実習と長期インターンシップ 

学校の1年間のサイクルを通して児童生徒の成長発達過程、学
校の組織運営と年間リズムを体感していく。 

 事例研究中心の共通科目 
日々の実践と学校実習にもとづいた実践的なカンファレンス・事

例研究・組織学習を行っていく。 

 コース別選択科目 
「カリキュラムと授業」「子ども／障害児の成長発達課程」「コミュ

ニティとしての学校」の3つの系でそれぞれ実践と研究を深める。 

（事務局資料） 

（事務局資料）
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資料 1-1-3 ３つの系と教員配置 

 

系 専任教員（みなし客員・特命教員含む） 客員教員・非常勤講師・コーディネートリサーチャー

第

１

系 

木村 優 研 教育学 石井 恭子  実（コ） 理科教育 

小林 真由美 実（交流：福井） カリキュラム・授業改革 藤井 佑介 研（コ） 教育方法学 

宮下 哲 実（交流：長野） カリキュラム・授業改革 加藤 正弘 実（コ） カリキュラム・授業改革

隼瀬 悠里 研 比較教育学 永谷 彰啓 実（コ） カリキュラム・授業改革

風間 寛司 実 数学教育 西浦 民子 実（コ） カリキュラム・授業改革

小林 和雄 実 理科教育 皆川 純男 実（コ） カリキュラム・授業改革

青木 美恵 実（併任：附属） 理科教育 田中 奈津子 実（コ） カリキュラム・授業改革

渡邉 淳子 実（併任：附属） 造形教育 楊 欣  実（コ） カリキュラム・授業改革

森田 史生 実（併任：附属） 社会科教育 盧 珠 妍  実（コ） カリキュラム・授業改革

第

２

系 

森 透 研 教育実践史 松井 富美恵 実（非） 特別支援・障害児教育 

松木 健一 研 教育臨床心理学    

岸野 麻衣 研 幼児教育    

笹原 未来 研 特別支援・障害児教育    

天方 和也 実（併任：附属） 特別支援・障害児教育    

小嵐 恵子 実（特命） 特別支援・障害児教育    

半原 芳子 研（特命） 言語教育学    

綾城 初穂 研（特命） 臨床心理学    

稲井 智義 研（特命） 幼児教育史    

第

３

系 

柳澤 昌一 研 社会教育学 荒瀬 克己 実（客員） 教育行政マネジメント 

三田村 彰 実 教育行政マネジメント 鈴木 寛 実（客員） 教育行政マネジメント 

二宮 秀夫 実（交流：福井） コミュニティとしての学校 冨永 良史 実（非）
コミュニティとしての

学校 

倉見 昇一 実（交流：文科） 教育行政マネジメント 中川 美津恵 実（非）
コミュニティとしての

学校 

山﨑 智子 研 高等教育 篠原 岳司 研（コ） 教育行政学 

玉木 洋 実（みなし客員） コミュニティとしての学校 田中 治 実（コ） 教育行政マネジメント 

松田 通彦 実（みなし客員） 教育行政マネジメント    

西川 満 実（みなし客員）     

杉山 晋平 研（特命） 多文化共生教育    

※第１系：カリキュラムと授業 ／ 第２系：子どもの成長発達 ／ 第３系：コミュニティとしての学校  

※※表中の「研」は研究者教員，「実」は実務家教員，「交流」は自治体及び文部科学省との交流教員（任期３年交

代制），「併任」は附属学園併任教員，「みなし客員」はみなし客員教員，「客員」は非みなし客員教員，「特命」

は特命教員，「非」は非常勤教員，「コ」はコーディネートリサーチャー教員を示す。 

※※※系ごとの固定的な教員編成は採らず，教育課程に即した二重の教員編成を採る。１つは学校等の協働担当支

援チームで，もう１つは選択科目の実践研究のアプローチごとの研究支援チームである。 

 

（事務局資料） 
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資料 1-1-4 教委・学校関係者からの高い評価 
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（教職大学院 News Letter No.23, 31, 78 より抜粋）
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② 専任教員の中に特命教員，教委等との人事交流教員を配置し（P3-5 前掲資料 1-1-3），

教員の専門分野及び実践経験の多様性を高め，院生の学修研究を多角的に支援している。

特に，平成 26 年度から附属学園併任教員を研究実践者教員として配置し，院生への授業

公開を含めた協働探究を展開している（資料 1-1-5）。さらに，教育行政に携わる客員教

員，元学校管理職等の非常勤講師，福井県内及び連携大学で学校と大学を結ぶコーディ

ネートリサーチャーを採用し，地域の特色に根ざした実践的な学修を担保している。 

 

資料 1-1-5 附属学園併任教員の位置づけ 

 ■専門職養成において，理論と実践の融合が中心課題となるが，本学ではこれを具現化する教員とな

る，附属学園の教員と大学教員を併任する「研究実践者教員」の採用を進めており，平成 26 年度に

４名の教員を採用した。このような職種の採用は全国初の試みである。 

 
※平成 26 年度特別経費：国立大学機能強化において「特別経費要求教員」として申請した。 

 

（事務局資料） 
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③ 教員採用にあたり，本専攻の理念に則った課程担当教員資格基準（資料 1-1-6）を策定

することで実践研究を推進可能な教員を確保している。また，女性教員の積極的登用に

努めており，女性教員は専任教員 27 名中９名で３割を占め（平成 27 年５月１日現在），

第１期末の割合（教員 17 名中６名，３割）を維持し，３名増となっている。 

 

資料 1-1-6 教職大学院の課程担当教員資格基準 

福井大学大学院教育学研究科教職大学院の課程担当教員資格 

 
１．実務家教員 
 
(1) 授業担当教員 
  1) 実務経験歴 
     教育関連機関や専門職養成機関等における実務経験(概ね 15 年以上)を有すること。 
  2) 教育実践の経験・実績等 
     次の各号のうち 2つ以上の要件に該当すること。 
   イ 教職修士もしくは修士を修了していること。 
   ロ 優れた教育実践の実績を有すること。 
   ハ 学校での協働研究の運営等の実績を有すること。 
   ニ 教員研修等の企画運営に携わった経験を有すること。 
   ホ 教育委員会の指導主事等の経験を有すること。 

3) 教育実践の記録・実践研究等 
教育実践や学校での協働研究等の取り組みについての報告書・実践記録・実践研究等の業績を有すること。 

 
(2) 授業協働担当教員 
  1) 実務経験歴 
     教育関連機関や専門職養成機関等における実務経験を有すること。 
  2) 教育実践の経験・実績等 
     次の各号のうち 2つ以上の要件に該当すること。 
   イ 教職修士もしくは修士を修了していること。 
   ロ 優れた教育実践の実績を有すること。 
   ハ 学校での協働研究の運営等の実績を有すること。 
   ニ 教員研修等の企画運営に携わった経験を有すること。 
   ホ 教育委員会の指導主事等の経験を有すること。 
 3) 教育実践の記録・実践研究等 
     教育実践や学校での協働研究等の取り組みについての報告書・実践記録・実践研究等の業績を有することが

望ましい。 
 
２．研究者教員 
 
(1) 授業担当教員 
  1) 教育・研究歴 
     大学・研究機関における教育・研究歴，もしくは教育関連機関における実務経験を有すること。 
  2) 教育・研究業績等 
    イ 大学院において博士課程を修了，もしくは相当の教育・研究業績を有すること。 
    ロ 担当する専門分野に関する研究業績を相当数有すること。 
    ハ 上記の研究業績のうち 1編以上は最近 5年間の間に公表されたものであること。 

なお，その中に関係する学会の査読付き論文を含むこと，あるいは，博士の学位を有することが望ましい。 
3) 教育実践の事例研究・学校との協働研究 

    イ 教育実践・教師教育等に関する事例研究の業績を有すること。 
    ロ 学校との協働研究の実績を有すること。 
 
(2) 授業協働担当教員 
  1) 教育・研究歴 

大学・研究機関における教育・研究歴，もしくは教育関連機関における実務経験を有すること。 
  2) 教育・研究業績等 
    次の各号のうち 2つ以上の要件に該当すること。 

イ 大学院において博士課程を修了，もしくは相当の教育・研究業績を有すること。 
ロ 担当する専門分野に関する研究業績を相当数有すること。 

    ハ 教育実践・教師教育等に関する研究の業績を有すること。 
    ニ 学校との協働研究の実績を有すること。 

 
（事務局資料） 

 

 

④ 本専攻の教育課程から，継続的に発展・変化する学校及び教員の職務に即応可能な担

当教員の資質能力向上が不可欠であるため，毎週の専攻会議で学校・機関の取組状況及

び院生の学修状況を共有するとともに，全教員の教育力・専門性向上を担保するために，

院生のレポート等の報告，各自の実践研究の展開報告を行い，互いの教育研究活動を検

討・評価・修正する FD 研究会（資料 1-1-7）を実施している。教員各自は実践研究論文
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を執筆し，年度末に教育研究報告の年報『教師教育研究』論文（資料 1-1-8）として公表

する。また，全学での教員個人評価（資料 1-1-9）を行い，その結果を個々人の日々の教

育研究活動等の改善に結びつけている。 

 

  

資料 1-1-7 FD 研究会（平成 27 年度前期）の計画 

日程 検討１（30 分～60 分） 検討２（30 分～60 分） 

4/14 自己紹介 長期実践研究報告の検討① 

4/21 長期実践研究報告の検討② ラウンドテーブル構想 

4/28 長期実践研究報告の検討③ ラウンドテーブル構想 

5/12 紀要を読む① ラウンドテーブル構想 

5/19 紀要を読む② 

5/26 院生の取組の現状報告① ラウンドテーブル構想 

6/2 院生の取組の現状報告② ラウンドテーブル構想 

6/9 教師教育改革の動向① ラウンドテーブル構想 

6/16 教師教育改革の動向② 『教師教育研究』の構想① 

6/23 ラウンドテーブル打ち合わせ 

7/7 ラウンドテーブルの振り返り 

7/14 『教師教育研究』の構想② 

（事務局資料） 

資料 1-1-8 年報『教師教育研究』 

 

（事務局資料）

資料 1-1-9 福井大学教育地域科学部及び教育学研究科における教員評価実施に関する申合せ 
 

福井大学教育地域科学部及び教育学研究科における教員評価実施に関する申合せ 
 

平成 19 年３月 16 日 教授会裁定
直近改正 平成 26 年 10 月 17 日

 
本学部及び本研究科における教員の個人評価に関する原則を定めた「教育地域科学部及び教育学研究科教員評価に

関わる基本方針」（以下「基本方針」という。）に従って，４評価領域での教員の個人評価の実施に関して以下のとお
り申し合わせる。 
 
第１ 評価を行うにあたっては，②研究活動（芸術領域を含む），③社会貢献・国際交流活動は，過去３年間を評価単

位として行い，①教育活動，④管理運営活動については，各年度ごとを評価単位とし，各年度の評価点の平均で行う。
第２ 各教員が行う４領域の自己評価点の合計は 100 点とし，その算出にあたっては「基本方針」第８に規定する加配

方法に基づいて処理するものとする。 
２ 前項の評価と併せて，各教員は，各評価領域の活動状況の質的評価の観点から，評価基準特記事項確認表（別紙１）

に基づき，特に優れていると判断する項目及び活動状況に問題があり大幅な改善を要すると判断する項目に関して，
その内容を記述する。 

第３ 評価対象教員の評価原案（別紙２）の作成については，当該教員の所属基礎講座(教職開発専攻を含む)から選出
された実施委員１名と他講座(専攻・領域)からの実施委員１名との２名で行い，それを基に学部及び研究科教員評
価実施委員会が検討し，決定する。 

第４ 学部長・研究科長は,評価対象教員の評価結果案について, 個人評価表(別紙３)をもって，評価の実施された年
度の 12 月末までに当該教員に通知する。 

第５ 評価結果案に異議のある評価対象教員は，通知を受領してから 10 日以内に異議申立書 (別紙４)により学部長・
研究科長に申立てをすることができる。 

第６ 異議申立てがあった場合には，学部及び研究科評価委員会と学部及び研究科教員評価実施委員会の合同会議で
検討し，異議申立てを受理してから原則として 10 日以内に再審査結果を申立人に文書で回答する。 

第７ 学部及び研究科評価委員会委員と学部及び研究科教員評価実施委員会委員は個人情報を他に漏らしてはならな
い。 

第８ 資料，データの保管は総務部教育地域科学部支援室が行う。 
 
   附 則 
１ この申合せは，平成 26 年 10 月 17 日から施行する。 
２ この申合せの施行後初めて行う教員評価の評価単位は，第１の規定にかかわらず，評価を実施する年度の前年度以

前の４年間とする。 

 
※平成 26 年度に実施された教員評価において，教職開発専攻所属対象教員 10 名中 SS：１名，A：９名  
（SS：活動状況が極めて優れている，S：活動状況が優れている，A：活動状況が良好である，B：活動状況が適切である，C:活動状況に一部改善を要する，

D：活動状況に問題があり大幅な改善を要する。） 

（事務局資料） 



福井大学教職開発専攻 分析項目Ⅰ 

－3-11－ 

【学校・教育委員会・他大学等との協働連携体制の確立とその成果】 

① 本専攻では，福井県教委，福井県教育研究所，市町村教委の担当者，拠点校・連携校

の管理職が年２回一堂に会して協議する「運営協議会」（資料 1-1-10）を設けている。そ

こで本専攻と学校・教委の取組との調整を行い，全関係者による院生の学修支援の充実，

教育課程の点検・工夫・改善が実施される。その成果は③−１で後述する入学者選抜に係

る諸工夫，観点「教育内容・方法」に示した学校・実践ベースの教育課程の推進に結実

している。 

 

資料 1-1-10 教職開発専攻運営協議会要項 
 

福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻運営協議会要項 
 

平成 20 年 3 月 7日 研究科委員会決定 
直近改正 平成21年 3月6日 

（趣旨） 

第１ この要項は，福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻運営協議会（以下「運営協議会」という。）に

ついて，必要な事項を定める。 

（審議事項） 

第２ 運営協議会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1) 教職開発専攻の運営に関する事項 

(2) 教職開発専攻の事業計画に関する事項 

(3) その他必要な事項 

（組織） 

第３ 運営協議会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 教育学研究科長 

(2) 教育担当の副学部長 

(3) 附属学校園担当の副学部長 

(4) 教職開発専攻長 

(5) 教職開発専攻の専任教員（客員教員を含む。） 

(6) 福井県教育委員会関係者  若干名 

(7) 福井県教育研究所長 

(8) 福井県教育庁嶺南教育事務所長 

(9) 福井県特別支援教育センター所長 

(10) 関係市町教育委員会教育長 

(11) 拠点校・連携校の校園長 

（委員長） 

第４ 運営協議会に委員長を置き，教育学研究科長をもって充てる。 

２ 委員長に事故のあるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 

（会議） 

第５ 委員長は，運営協議会を招集し，その議長となる。 

２ 運営協議会は，委員の 3分の２以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

（委員以外の出席） 

第６ 委員長は，必要と認めるときは，運営協議会に委員以外の者の出席を求めることができる。 

（庶務） 

第７ 協議会の庶務は，総務部教育地域科学部支援室において処理する。 

 

附 則 

この要項は，平成 20 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この要項は，平成 21 年 3 月 6日から施行する。        
 
  
 （事務局資料） 
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② 学校を基盤とする教員養成と教師教育を全国展開すべく，平成 25 年度特別経費(プロ

ジェクト分)により機構「教師教育改革コラボレーション」（資料 1-1-11）を組織し，全

国 14 大学との連携協働による教育実践研究を実現し，本専攻の教員養成と教師教育の取

組を機軸とした教師教育改革が全国展開するに至った。 

 

資料 1-1-11 教師教育改革コラボレーション 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

大学院レベルの教師教育の改革推進のための大学間連携，教師教育改革コラボレーションが組織され，

福井大学・福島大学・宇都宮大学・静岡大学・長崎大学・奈良女子大学・信州大学をはじめとする諸

大学による実践研究交流が重ねられている。福井大学で行われる年２回の「実践研究福井ラウンド

テーブル」，および宇都宮・静岡・奈良・長崎・東京で年１度行われるラウンドテーブルで，研究交

流が重ねられてきている。 

（事務局資料） 
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③ 国際的な教師教育ネットワークを形成するために海外大学等とのベンチマーキングと

研究交流を推進し（資料 1-1-12），その成果として，平成 27 年度には OECD や JICA との

連携を開始し，NIE（National Institute of Education）や WALS（The World Association 

of Lesson Studies）との協働のもと，「学校拠点方式」による教員養成と教師教育をグ

ローバル社会の中で実現（資料 1-1-13）するとともに，留学生が英語を主に学習可能な

受入体制を整え，国際的な教育交流学修を教育課程で実現している（資料 1-1-14）。 

 
資料 1-1-12 海外ベンチマーキング・調査 

時期 訪問先 訪問者数 目的 

平成 23 年 

２月 

フィンランド  

ヘルシンキ大学 
教員６人 

ヘルシンキ大学及び関連施設でのフィンランドにおける修士

課程レベルの教員養成制度調査と本学教職大学院の実践・研

究報告 

平成 24 年 

９月 

米国  

ワシントン大学 

教員４人 

事務職員１人 

ワシントン大学教育学研究科におけるベンチマーキング（教

育課程調査，研究交流），ワシントン大学パートナースクー

ル訪問 

平成 25 年 

３月 

中国  

上海師範大学 

教員５人 

院生７人 
上海師範大学の教員養成訪問視察と教員・院生の交流 

平成 25 年 

10 月 

中国  

上海師範大学 
教員２人 

上海師範大学並びに附属学校との教師教育改革並びに小中学

校等での学力向上の取組についての交流と視察 

平成 26 年 

３月 

中国  

上海師範大学 
教員５人 

上海師範大学との交流協定を踏まえ，訪問調査及び教師教育

の研究交流，上海師範大学附属学校と公立学校及び教育委員

会への訪問調査 

平成 26 年 

９月 

米国  

ボストン・カレッジ 

ハーバード大学 

コロンビア大学 

教員５人 
Ed.D.及び Ed.L.D.の教育課程及び学位論文研究に関する調

査 

平成 26 年 

12 月 

中国  

上海師範大学 

教員４人 

学校教員１人 

学部生５人 

上海師範大学との学術交流のための打ち合わせ，及び附属第

一小学校における学生による美術の授業実践 

平成 27 年 

９月 

シンガポール  

国立教育研究所 

教員７人 

院生１人 

福井大学教職大学院とシンガポール国立教育研究所との研究

交流及び NIE パートナースクールの視察，NIE 現職教育及び

教員養成の演習視察 

 （事務局資料） 

 

資料 1-1-13 教職開発専攻（DPDT）のグローバルマップ 

 

 
 

  

DPDT 
School Based  

Teacher Education 

OECD 
Innovative 
School 
Network

JICA

WALS

Collaboration 

with NIE

TEMASEK JC

Board  of  Education 
FUKUI

Education Center 
FUKUI

Lesson Study Train ing

3 rd – 5 th Sep  2016 ,   
University of  Exeter (UK)  
 
23 th – 27 th Nov 2017 ,  
University of  Nagoya (JP) 
 &  Fukui

School Based 
Teacher Education

�

�

NIE Researchers

Graduate students  
studying  abroad

Global 
Researcher

�

�

Lesson Study 
Activities com m it 
Fukui Roundtab le 
(a lso ISN 
Activities) 

 （事務局資料） 
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資料 1-1-14 留学生の受入れと国際的な教育交流学修 
 

留学生と共に学ぶ 

福井大学教職大学院 宮下 哲・半原 芳子

１ はじめに 
 先日，本教職大学院を訪問された他大学の先生
が「日本語のできない留学生も他の院生と同様に，
拠点校において実践・省察・再構成のサイクルで
学んでいること」「英語での特別なプログラムでは
なく，互いの実践について英語と日本語の両方を
駆使しながら語り合い聴き合って，省察を深める
こと」等に触れて，「そんなことが出来るのですね」
と驚いておられた。 
修士 1 年目を終えようとしている Pauline さん

（フィリピン）も，教員研修留学生として 1 年半
の研修を行っている Samaha さん（エジプト），Mara
さん（インドネシア），Andrew さん（リトアニア）
も，ほとんど日本語を習得していない状態で福井
での学修を始めたのだが，言語の違いを超えた学
びを得ておられるように思う。その要件はいくつ
かあるのだろうが，最も大きいのは「具体的な実
践を共有した上で行われる省察の積み重ね」では
ないかと思う。 
洋の東西を問わず，目の前で学ぶ子どもの姿とそ
れを支える教師の生の姿に接すると，各自が前提
としている物事を問い直さずにはいられなくな
る。あるいは，目の前の実践に触発されると，自
国の現状を鑑みながら，帰国後に取り組む展望や
可能性を探らざるを得なくなる。また，その挑戦
的な取組を実現するための覚悟をもたざるを得な
くなる。さらに，そのような取組を継続する内に，
語られる内容には言葉や習慣などの差を超えた共
通項が多いことに気付くようになると，困難に立
ち向かうための勇気が湧いてくるからだと思う。
 こうしたことは，留学生のみならず彼らの実践
を支える私たち自身にとっても同様である。同じ
実践に対して，少しずつ異なる視点や経験をもと
に光を当て合うことで，その実態をより立体的に
捉えることができ，私たち自身の思い込みがほぐ
され，新たな展望を拓く勇気が湧いてくる。 
 ここでは，留学生やそれを支えている（支える
機会をいただいている）者が，どのような実感を
もってどのように学習を進めているのか，その一
端を紹介したい。 
２ 言語や習慣，教科や領域を超えて相互に学び
合う 
Exchange Meeting 
 昨年度の秋，来日した Pauline さんを教職大学
院のスタッフみんなで支えることになった。その
取組の 1 つとして，小林真由美先生と私の 2 人
（Pauline さんが算数・数学教育の実践をお持ちで
あったことから，算数・数学教育に携わってきた
者として）が定期的な勉強会を開催することに
なった。勉強会は，福井県内外の算数・数学の教
育実践を共有して授業研究会を行ったり具体的な
教材研究を行ったりするところからスタートした
が，現在は教科や領域に関わらずに，毎週金曜日
の朝の附属小・中学校の様々な教科・領域の授業

を参観した後，1～1.5 時間程度の授業研究を行
う会として位置づいている。当初は，同教科や
領域であれば共有のためのハードルが下がるだ
ろうと思っていたが，回を重ねる内に「具体的
な実践があれば教科や領域の違いは問題になら
ない」と実感したからだ。メンバーも，Samaha
さん Mara さん Andrew さんをはじめ本学の留学
生数名の参加を得て，さらに国際色豊かに行わ
れている。用いる言語は英語を主体としながら
日本語も交えて行われているが，相互に理解し
ていると思われる。授業参観後の Meeting では，
授業についての所感を語り合うとともに，その
所感や問いそのものについての熱い議論が展開
される。例えば，グループワークを取り入れる
ことと本時のねらいとのかかわりが議論された
際は，具体的な授業場面や子どもの姿に基づい
て， 
 
・グループワークやペアでの語り合いという手
段が目的化していないか 
・いわゆる How-to が幅を利かせ，目的や子ども
の必要感に基づいていないのではないか 
・遅れがちな生徒がペアやグループで教えられ
ることで伸びる場合もあるが，確かな力の定着
が阻害されることもある，その見極めと形性的
な評価をどうするのか 
 
など，私たちが日本の教育の中で議論している
ことと同様の課題に焦点が当てられ熱く語られ
た。その改善に向けたアイディアを語り合う場
面でも，多様な手順や方法が提案されつつ，そ
れが学校の中で実践されるために必要なことは
何かとか，管理職・行政の一員・大学教員とし
てどのような取組ができそうなのかが語られて
いた。 
 言語や文化，互いの思考や判断など様々な物
事が交流するこの勉強会の後は，それぞれの所
感をレポートにまとめることになっている。今
日の授業をどうとらえたのかだけでなく，研究
会での議論をどのように受止めたのかが記され
る。3月の勉強会では，これまでに記録した各自
のレポートを資料として，この間の取組を通し
て，参加者の思考がどのように変容したのか，
見出した共通点は何か，今後さらに検討すべき
ことは何か･･･について振り返ることになって
いる。英語も日本語も混ざった資料群をもとに
した省察の中から，きっと今後の展開の方向性
や勇気の芽が見えてくるに違いないと予感して
いる。 

 

（教職大学院 News Letter No.80 より抜粋） 
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【学校・実践ベースの教師教育を推進する入学者選抜方法の工夫と効果】 

① アドミッション・ポリシー（資料 1-1-15）に明記された入学者選抜の基本方針に基づ

き，平成 27 年度より小学校教員免許取得プログラム（資料 1-1-16）を開設し，現在，院

生３名が当プログラムを履修している。さらに，独自基金の奨学金「次世代教育創生資

金」（資料 1-1-17）を創設し，教委や学校による院生支援の実現も進め，志願者が直面す

る経済的障壁を緩和している（資料 1-1-18）。 

 

資料 1-1-16 小学校教員免許取得プログラム案内     資料 1-1-17 「次世代教育創生資金」案内 

 
 

資料 1-1-15 教職開発専攻のアドミッション・ポリシー 
 
 
概要・特色 

ネットワークを通じて世界的な規模で知識・技術の交流と共有が進み，政治・経済・文化をはじめと
するあらゆる領域で，質の高い知的な協働活動がより多くの人々に求められる社会が現実のものとなり
つつあります。そうした21世紀の知識基盤社会に生きる力を培うために，子どもたち自身が探究し，コ
ミュニケーションし，協働する力を養う学校教育の実現が求められています。そして，その実現は学校
を担う教員の専門的力量と協働の努力に懸かっています。 
福井大学大学院教育学研究科は，21世紀の学校教育を担う中核的な教員の専門的力量の開発を目的と

して，教職開発専攻（教職大学院）を設置しました。 
 
求める学生像 

教職専門性開発コース 
• 学校での長期の実習を通して，実践的に学び専門性を培っていこうとする者 
• 授業づくり・児童生徒の成長発達支援について実践に即して研究し，実践力を培おうとする者 

スクールリーダー養成コース 
• 新しい学校づくりや学校組織のマネジメントの責務を担っている教員 
• 学校での協働研究の運営・推進に取り組んでいる教員 
• 授業づくり・授業改革・授業研究を積極的に進めている教員 
• 児童生徒の発達支援について実践と研究を進めている教員 
 
入学者選抜方法の基本方針 
  専門科目 A「学校改革実践研究の基礎」では，教育改革・学校改革に関わる資料を検討し，小論文に
まとめます。これにより，教育改革の展開について理解し判断する力を評価します。 

  専門科目 B「教育実践の分析」では授業の記録を吟味検討し小論文にまとめます。これにより，学習
の展開を分析し表現する力を評価します。 

  専門科目A・Bの筆記試験のほかに入学後の実践と研究の進め方についての口述試験を行い，総合的に
評価します。 

 

（事務局資料） 

（事務局資料） （事務局資料）
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資料 1-1-18 入学金・授業料等の財政支援 

 

福井大学教職大学院における入学金及び授業料に関する財政支援について 

2015.10.16 

１ 大学からの財政支援 

①スクールリーダ－に対する授業料半額補助は成績優秀者 15 名対象。 

②15 名枠に入らなかった者に対しては「基金」から半額補助。 

③附属学校園からの入学者（１年履修）の入学金及び授業料は基本全額補助。授業料は①の対象

者の場合は半額補助。残りの半額は｢基金｣から補助。 

 

２ 福井県からの入学金半額補助 

  県が派遣する 15 名は入学金の半額補助。 

 

３ 市町の補助について 

①福井市は２年目の授業料の半額補助。 

②坂井市は入学金の半額補助。 

③美浜町と高浜町は入学金・授業料とも全額補助。 

 

４ 各学校における財政支援について 

①福井市の私立啓新高校は入学金・授業料とも全額補助。 

②板橋区の中台中学校及び教育支援センターは入学金・授業料とも板橋区が全額補助。 

③川崎市の私立カリタス学園は入学金・授業料とも全額補助。 

 

（事務局資料） 

 

 

② 大学本部等と連携して広報を推進し（資料 1-1-19），名古屋・大阪など県外会場も含め

て学生募集事前説明会を実施する等，入学定員の充足に努め（資料 1-1-20），第２期中期

目標期間（以下「第２期」という。）の平均入学定員充足率は 103%であり効果を上げてい

る（資料 1-1-21）。また，本専攻の教育課程への極めて高い評価（P3-6 前掲資料 1-1-4）

が福井県外拠点校・連携校の拡大に結びつき，それに伴い当学校からの現職教員の入学

者数が増加した。 

  

資料 1-1-19 入学案内の学内掲示ポスター  資料 1-1-20 平成 27 年度学生募集に係る事前説明会要項 

 
 （事務局資料）

福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻（教職大学院）
平成 27 年度学生募集に係る事前説明会 

 
１ 日時 平成 27 年 1月 31 日（土）9:30～10:00 
 
２ 会場 福井大学文京キャンパス総合研究棟Ⅴ６階

コラボレーションホール 
＊開始までプロモーションビデオを流します。 

 
３ 日程     司会 （宮下） 

9:30～9:50 福井大学教職大学院の概要について 
（木村） 

9:50～10:00 質疑応答 
 
４ 配布資料   

レジュメ 
『教職開発専攻のカリキュラムについて』 
教職大学院パンフレット 
Newsletter No.67 

（事務局資料）
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資料 1-1-21 第２期中の志願者・入学者・合格者の推移  

 
※平成 22 年度の入学者は，学校教育専攻からの転専攻した学生が含まれているため，合格者数より１名多くなっている。 

（事務局資料） 

 

 

③ 学力検査は志願者の実情に応じ，年３回実施し，検査科目は教育改革と教育実践に関

する答申や記録を資料とした問題を出題し，受験者の学習にも結びつくよう配慮してい

る（P3-15 前掲資料 1-1-15）。口述試験では学校の課題認識の確認も行う。学力検査前に

事前ガイダンスを実施し，教育課程の特徴や学力検査の概要を入念に説明している（資

料 1-1-22）。これらの工夫により，学力検査内容を本専攻の学修内容に結びつけることで，

院生による円滑な初年度学修を促進している（資料 1-1-23）。 

 

 
資料 1-1-22 平成 27 年度入試事前ガイダンス要項 

 

平成 27 年度 福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻（教職大学院） 

入学試験 事前ガイダンス 

 

 

１ 日時 平成 27 年１月 31 日（土）10:00～12:00 

２ 会場 福井大学文京キャンパス総合研究棟Ⅴ６階 コラボレーションホール 

３ 日程 司会（宮下）                     

10:00～10:10  ① あいさつ（松田） 

10:10～10:30  ② 教職大学院のカリキュラムと入学試験について（岸野） 

10:30～11:30  ③ 質疑応答 

11:30～     ④ 個別相談 

 

（事務局資料）

志願者 28 人 35 人 33 人 35 人 29 人 35 人 195 人

合格者 28 人 33 人 31 人 35 人 29 人 35 人 191 人

入学者（うち現職教員学生） 29 (1) 人 32 (20) 人 30 (17) 人 33 (18) 人 27 (21) 人 34 (26) 人 185 (103) 人

入学定員 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 180 人

入学定員充足率 96.7 ％ 106.7 ％ 100 ％ 110 ％ 90.0 ％ 113.3 ％ 103 ％

平均入学定員充足率平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度
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資料 1-1-23 教職開発専攻の学力検査内容と学修内容の連関による院生の初年度学修の円滑な推進例 

 
（教職大学院 News Letter No.63 より抜粋） 
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④ また，大学院の年間活動を学校

の年間リズムに合わせ設定して

いる（資料 1-1-24）。実習科目は

各学校・機関で実施可能な指導体

制を採り，現職院生の履修可能な

時間割を設定し（資料 1-1-25），

授業日は，現職教員院生が各勤務

校・機関での職務を完遂しながら

効果的に学修可能なように選択

日程（A 日程・B 日程）を準備し

ている（資料 1-1-26）。またテレ

ビ会議により年２回，嶺南地区と

東京をつなぎ遠隔授業を実現す

る等，現職教員の修学支援を充実

している（資料 1-1-27）。 

 

 

資料 1-1-25 教職開発専攻の「学校における実習」科目の概要 

 

（「長期インターンシップの手引き」より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 1-1-24 学校の年間リズムに合わせた年間活動 

 

（事務局資料）

体育祭 文化祭 夏休み 

ﾗｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ 

公開研究会 
夏季集中授業 

冬季集中授業 

公開研究会 

入学式 

３月 

８月 ９月 11月 

２月 
１月 

５月 

７月 

10月 

卒業式 高校入試 
冬休み 中総体 

４月 

６月
 

12月 

４月 ３月 

６月 

８月 ９月 

２月 
１月 

５月 

７月 

10月 11月 

ﾗｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ 
入学式 

12月 

卒業式 
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資料 1-1-26 平成 27 年度教職大学院年間計画 

 
（事務局資料）
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（事務局資料） 

 

 

（水準） 期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

① 「学校拠点方式」による本専攻の教育は，教委・学校関係者から極めて高い評価を受け，

それを推進する教員組織を平成 26 年度特別経費：国立大学機能強化の獲得に基づき編成

し，全教員による授業実施と組織運営を実現 1) している。また，第１期に比して多様な

教員を確保 2) するとともに，院生の学修研究を多角的に支援し，FD 研究会と年報論文執

筆を推進することで，教員の教育力向上を不断に成し遂げている 3)。 

 
1) 資料 1-1-1 ：「学校拠点方式」による教員養成・教師教育の概要 P3-4 

資料 1-1-2 ：平成 27 年度拠点校・連携校と教員担当一覧 P3-4 

資料 1-1-3 ：３つの系と教員配置 P3-5 

資料 1-1-4 ：教委・学校関係者からの高い評価 P3-6, 7 

資料 1-1-5 ：附属学園併任教員の位置づけ P3-8 
2) 資料 1-1-6 ：教職大学院の課程担当教員資格基準 P3-9 

資料 1-1-9 ：福井大学教育地域科学部及び教育学研究科における教員評価実施に関する申合せ 

P3-10 
3) 資料 1-1-7 ：FD 研究会（平成 27 年度前期）の計画 P3-10 

資料 1-1-8 ：年報『教師教育研究』 P3-10 

 

 

② 第１期に比して学校・教委・他大学・海外大学等との連携協働 4) を平成 25 年度特別経

費及びその後継事業である平成 26 年度特別経費：国立大学機能強化の獲得により充実さ

せ 5)，教師教育の質の向上と改善，教育課程の充実を成し遂げ，グローバル社会の教師教

育を実現している 6)。 

 

   資料 1-1-27 平成 27 年７月・11 月月間カンファレンス要項 
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4) 資料 1-1-10 ：教職開発専攻運営協議会要項 P3-11 
5) 資料 1-1-11 ：教師教育改革コラボレーション P3-12 
6) 資料 1-1-12 ：海外ベンチマーキング・調査 P3-13 

資料 1-1-13 ：教職開発専攻（DPDT）のグローバルマップ P3-13 

資料 1-1-14 ：留学生の受入れと国際的な教育交流学修 P3-14 

 

 

③ 「学校拠点方式」による教員養成と教師教育を明記したアドミッション・ポリシー7) に

即した入学者を広く受け入れ，県外拠点校・連携校を拡充するとともに，第１期に比し

て入学者確保の多様な工夫を講じ 8)，国内外の教育改革の動向に即した入試選抜方法を実

施 9) する等，現職教員の修学支援を充実させている 10)。 

 
7) 資料 1-1-15 ：教職開発専攻のアドミッション・ポリシー P3-15 
8) 資料 1-1-16 ：小学校教員免許取得プログラム案内 P3-15 

資料 1-1-17 ：「次世代教育創生資金」案内 P3-15 

資料 1-1-18 ：入学金・授業料等の財政支援 P3-16 

資料 1-1-19 ：入学案内の学内掲示ポスター P3-16 

資料 1-1-20 ：平成 27 年度学生募集に係る事前説明会要項 P3-16 
9) 資料 1-1-21 ：第２期中の志願者・入学者・合格者の推移 P3-17 

資料 1-1-22 ：平成 27 年度入試事前ガイダンス要項 P3-17 

資料 1-1-23 ：教職開発専攻の学力検査内容と学修内容の連関による院生の初年度学修な円滑な 

推進例 P3-18 
10) 資料 1-1-24 ：学校の年間リズムに合わせた年間活動 P3-19 

資料 1-1-25 ：教職開発専攻の「学校における実習」科目の概要 P3-19 

資料 1-1-26 ：平成 27 年度教職大学院年間計画 P3-20 

資料 1-1-27 ：平成 27 年７月・11 月月間カンファレンス要項 P3-21 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 

【学校実習と協働実践研究プロジェクトを核とした教育課程編成】 

 「学校における実習」と各系の「協働実践研究プロジェクト」を核に共通科目とコー

ス別選択科目が連動するコア・カリキュラムを編成している（資料 1-2-1）。この編成は

ディプロマ/カリキュラム・ポリシーに反映され（資料 1-2-2），「実践と理論の融合」を

実現し，実践的能力を涵養する本教育課程（資料 1-2-3）のもとで院生は実践的な学修を

進めていく（資料 1-2-4，5，P3-19 前掲資料 1-1-25）。本教育課程は教委・学校関係者

のみならず，文部科学省からも極めて高い評価を得ている（資料 1-2-6）。 

 

資料 1-2-1 コア・カリキュラムのデザイン    

 

 

 

 

 

 

 

 

                （事務局資料） 

 

 

資料 1-2-2 ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー 

 

  

学校に 
おける 
実習 

コース別選択科目 

共通(基本)科目 

協働実践研究 
プロジェクト 

 

ディプロマ・ポリシー(学位授与の方針) 

1.本専攻が求める教職専門性の４つの資質能力を身につけ,基準となる単位数を修得し,「長期実践研究

報告」を作成してラウンドテーブルにおいて公表し評価を受けることが,教職修士  (専門職)の学位

授与の必要要件である。 

2.本専攻の目的に沿って,修了までに以下の資質能力を身につけることを求める。  

1 子どもと教師の学習と成長を支えるファシリテーター・コーディネーターとしての実践力  

2 学び合う教師の協働組織とその改革のマネジメント力 

3 教育実践の質を不断に高め発展させていく省察・研究能力 

4 公教育を担う専門職としての使命感と責任感  

 

カリキュラム・ポリシー(教育課程編成・実施方針) 

1.「理論と実践の融合」を実現するために,学校を拠点とする「協働実践研究プロジェクト」 を中心に

教育課程を編成し実施する。  

2.教職専門性開発を生涯にわたって支えるために,世代継承生成サイクルの視点から,教職専 門性の４ 

つの資質能力を培う教育課程を編成し実施する。  

3.学び合うコミュニティに公教育改革の支援システムを融合させた教育課程を編成し実施する。  
 

（事務局資料）
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資料 1-2-3 教職開発専攻の教育課程表 

 

（事務局資料） 

 

資料 1-2-4 長期インターンシップのねらい 

 

(1)長期インターンシップの特徴 

 従来の教育実習では，わずか４週間と期間も短く，内容も研究授業案の作成と実施に重きが置かれ

がちで，長期にわたる学級づくりや生徒指導，学校での様々な教師の協働活動については学ぶことは

難しい。修了生も，「学部時代の教育実習では『一つの教材から，どのように子どもたちが楽しく学

べるか』を重視していて『子どもの学びの姿を見取り，そこから授業を考える』ことはできなかった」

と述べている。また，非常勤講師の場合，不安定な状況のまま重い責任を担うという問題があり，特

に，新任としていきなり学級や教科の重責を担う場合，学校の現実に適応していくことに精一杯にな

らざるを得ず，ようやく確保した安定を守ろうとすることが授業改革・学校改革の大きな壁となりが

ちである。 

 これらに対して，長期インターンシップでは，１年間にわたって教員集団に加わりながら実習に取

り組んでいく。それにより，１年間の学級づくりの過程や生徒指導，教師として学校を支える協働の

仕事について実践的に学ぶことができる。共に学び合う教師たちの一人として学校にかかわることは，

教師として授業づくり学校づくりへの長い実践の展望を得ることにつながっていく。大学院がこれら

の支えとなり，インターンシップでの経験や悩みを，授業を通して大学の教師や仲間と語り合いなが

ら進めていく。 

 

(2)長期インターンシップの目標  

長期インターンシップにおいては，教科指導のみならず，生徒指導，学級づくり・学級経営，学校

運営をはじめとする学校における教師の仕事の総体を一年にわたって経験し，そこで直面する様々な

課題について，指導教員等の支援を得ながら取り組む。 
 

 （「長期インターンシップの手引き」より抜粋） 
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資料 1-2-5 協働実践研究プロジェクト 

（「学校改革実践研究入門」より抜粋） 
 

 

 

 

長期の協働実践研究プロジェクト群の特質は次の３つにまとめることができます。 
  
① 学校で現に課題としテーマとして取り組んでいることを中心に据える 

 研究のためのテーマは，研究者のコミュニティの共有している方法や理論，論文としての表現様式に

多かれ少なかれ規定されています。それにマッチしたテーマや方法が，実践研究の方法やテーマとして

ふさわしいとはかぎりません。そこには大きなギャップがあるというのが現実です。 
 このコースの主軸である長期実践研究プロジェクト群では，学校で現に取り組んでいるテーマをその

まま主題に据えます。学校でいま協働で取り組むべき課題を学校で熟慮して見定めていく。その課題を

どう掘り下げていくか，どう実践として実現していくか。そのための協働の探究を学校と大学の研究者

が協力して進めていく。このコースの基本的な考え方はここにあります。 
 
② テーマに関わって学校で展開される実践を中心に据える 

 軸となるのは，実践をつくりあげ，展開し，省察し（記録を通して検討し），それをふまえてさら に
実践を展開していくサイクルです。 実践者としての私たちはいつも時々の仕事に追われています。じっ

くり構想を練る時間，そして，展開した活動について，じっくり検討し，課題を明らかにし，それを次

の実践に生かしていくことが十分できていないのが実状です。ひとつの仕事を終えるとふりかえるまも

なく，別な仕事に追われ，またもどってくるころには，その仕事の到達点や課題について記憶はおぼろ

げになっており，また同じパターンから出発して，展開したころ，また同問題に直面し記憶がよみがえ

るなどいうことを繰り返してもいます。 
実践の中で，省察が深められず，後から検討し直せる記録が組織されていないことは，研究が実践か

ら離れている原因にもなっています。実践に関わる研究を進めようとしても，手がかりとなる記録が乏

しく，報告をまとめるために，文章になっている，論のための論に手がかりをもとめ，その切り張りの

ような文章をまとめるようなことに陥ってしまう。 
実践と研究が別の仕事のようになってしまっている現状では，研究は，むしろ実践の時間をうばう邪

魔者になっていきます。実践には生かされない，そうした研究のための研究に対して否定的な意見が多

いのは当然でしょう。 
しかし，自分たちの現状をふまえ，それをよりよくしていく方向を見定め，そのための実践を構想し，

実現するために，これまでの実践の検討，現状の検討，方向に関わる検討，実践の構想のための熟慮・

研究は欠かすことができません。ましてや，社会全体が大きく変化し，教育の改革が求められる時期に

はその重要性はさらに大きくなってきているといえるでしょう。実践を発展させるための探究，そのた

めの検討・熟慮・研究に時間をとり，それをより確かなものにしていくことこそが実践研究の課題です。

そして，学校自身がこうした実践研究の拠点となり，教師がそうした実践研究の主体としての専門性を

高めていくことこそが，教育改革実現の鍵であるというのがこのコースを生み出した基本的な視点で

す。実践を組織的に省察し，その省察をふまえて実践を組み立て直していく。より深く熟慮され構想さ

れ省察された実践づくりはそのまま，もっとも深く実践に根ざした実践研究そのものでもある。わたし

たちが主軸に置きたいのは，そうした「省察的実践=実践的研究」の実現です。実践は学校で展開して

いるのですから，まずその実践を裏打ちするための探究・研究の拠点は学校です。実践について考え，

実践の中で考え，実践について考える。そうした探究を，実践の場である学校で展開していくことがこ

の「長期実践研究プロジェクト群」の基本的な考え方です。 
 
③ 実践の展開について考えること，省察し構想していくことを軸にする 

より具体的には，実践の構想，展開過程の跡づけ，そしてその展開の結果の検討などについて方法の

工夫が必要となります。基本的には，実践の構想，展開，事後の検討をそれぞれで話し合いながら進め，

そのサイクルを積み重ねていきます。要所要所で，考えをまとめ，実践を共有しまた後からも検討でき

る形に記録化していくことも重要なサイクルです。お互いに実践とそれを通して深めている探究を紹介

しあい，共有していく機会を半期に一度ずつ設定していきたいと思います。 
また，自分たちの実践を現状を越えて発展させていくために，広く手がかりになる実践を求めていく

ことも必要です。県内外の取り組み，国内外の改革の展開から学んでいくために，さまざまな機会を作っ

ていきます。実際に，他の地域の学校を訪ねる。他の地域や国の実践記録，実践研究の展開を検討する。

政策動向を把握する。そうした探究も並行して進めていきます。 
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資料 1-2-6 本学の教育課程に対する文部科学省の高い評価 

 
 

（教職大学院 News Letter No.75 より抜粋） 

 

 

【実践的かつ教育改革の動向に即した教育内容と教育方法】 

① 院生は実践的な学修を通じて実践-省察-再構成のサイクルを展開し，大学院での各系

の学修を深め実践の中の理論の生成を図る。特に学部卒院生は毎週のカンファレンス

で教員との協働企画・運営によるプロジェクト学習を実施し，自発的・自律的・協働

的・自治的な学修を進める（資料 1-2-7, 8）。 

 

資料 1-2-7 週間カンファレンスの概要 

 
（事務局資料） 

不開示情報
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資料 1-2-8 平成 27 年度週間カンファレンス午前②学校実習に基づくプロジェクト学習のテーマ 

 
（事務局資料） 

 

 

② 両コース院生が協働で学ぶ月間のカンファレンスでは毎回の学修テーマが設定され（資

料 1-2-9），異校種・異世代が混ざる小グループでの議論を主とした教育方法を採り，院

生各自が近年の教育改革課題の方向定位を示す文書を吟味し（資料 1-2-10），各課題意識

に応じた能動的な学修（アクティブ・ラーニング）を行っている（資料 1-2-11）。なお，

授業は実践を基盤として学びの必然性を保証し，少人数による対話・討議を主形式とし

ている。集中講義では，架橋理論の検証，公教育改革の課題の検討，小グループでの議

論等，幅広く教育方法を組み合わせ院生の実践的能力の涵養を図っている（資料 1-2-12）。

院生には実習・プロジェクトとカンファレンスの事前事後学習を促す記録作成と毎月の

レポートを課し単位の実質化を担保している（資料 1-2-13）。 

 

 
資料 1-2-9 月間カンファレンスのテーマ 

（事務局資料） 

  

４月 ５月 ７月 １０月 １１月

午前のテーマ
学校の協働研究

教育改革の展開を踏
まえ，長期的な実践の
展望を拓く

学校での協働研究の
現状を踏まえ，これか
らの展望を拓く

前期の展開を振り返り
課題をとらえ直す

新しい世代を支え学び
合う

他校の研究から学ぶ

午後のテーマ
授業改革・カリキュラム
マネジメント

現在の実践や教科の
学びを語る

専門領域にかかわる
実践研究紀要を読む

専門領域にかかわる
実践を語り聴き抱負を
定める

自分自身の実践の挑
戦を語るⅠ

自分自身の実践の挑
戦を語るⅡ
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資料 1-2-10 平成 27 年４月 月間カンファレンス教育改革資料 

検討を要する教育改革に関する文書 2015 年 4 月 

☆：推奨資料 

教育改革の全体像にむけて 

01 中央教育審議会 ☆☆☆ 

子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について（答申） 

平成 26 年 12 月 22 日 

02 中央教育審議会 ☆☆☆ 

これからの学校教育を担う教職員やチームとしての学校の在り方について（諮問）平成 26 年 7月 29 日 

03 中央教育審議会教育振興計画部会 ☆☆ 教育振興基本計画 平成 25 年 6 月 14 日 

04 内閣府教育再生実行会議 

  04-06 ☆☆☆ 

「学び続ける」社会，全員参加型社会，地方創生を実現する教育の在り方について（第六次提言）  

平成 27 年 3 月 4日 

  04-05 ☆ 

今後の学制等の在り方について（第五次提言） 平成 26 年 7 月 3日 

   04-04 ☆ 

高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方について（第四次提言） 平成 25 年 10 月 31 日 

  04-03 ☆ 

これからの大学教育等の在り方について（第三次提言） 平成 25 年 5 月 28 日 

  04-02 ☆☆ 

教育委員会制度等の在り方について（第二次提言） 平成 25 年 4 月 15 日 

  04-01 ☆☆ 

いじめの問題等への対応について（第一次提言） 平成 25 年 2月 26 日 

教育課程における学習の転換 

05 中央教育審議会 ☆☆☆ 

初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問） 平成 26 年 11 月 20 日 

06 中央教育審議会 ☆☆☆ 

道徳に係る教育課程の改善等について（答申） 平成 26 年 10 月 21 日 

07 中央教育審議会 ☆ 

第 6 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理 平成 25 年 1月 

08 中央教育審議会 ☆☆ 

幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）  

平成 20 年 1 月 17 日 

09 中央教育審議会 ☆ 

今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答申） 平成 23 年 1 月 31 日 

コミュニケーション・言語活動の充実 

10 文部科学省 コミュニケーション教育推進会議 ☆ 

子どもたちのコミュニケーション能力を育むために ～「話し合う・創る・表現する」ワークショップへの取組

～（審議経過とりまとめ）平成 23 年 8 月 29 日 

11 文部科学省初等中等教育課程科教育課程企画室 ☆☆ 言語活動の充実に関する指導事例集 平成 23 年 10 月  

教育目標・評価の在り方 

12 文部科学省 調査研究協力者会議等（初等中等教育）☆☆ 育成すべき資質・能力を踏まえた教育目標・内容と

評価の在り方に関する検討会−論点整理−について 平成 26 年 3 月 31 日 

子どもたちの成長・発達を支える 

13 中央教育審議会 ☆ 今後の青少年の体験活動の推進について（答申） 平成 25 年 1 月 21 日 

14 中央教育審議会 初等中等教育分科会 特別支援教育の在り方に関する特別委員会 ☆☆ 共生社会の形成に向

けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）平成 24 年 7 月 23 日 

15 文部科学省 暴力行為のない学校づくり研究会 ☆ 暴力行為のない学校づくりについて（報告書）  

平成 23 年 7 月 

16 文部科学省 生徒指導に関する教員研修の在り方研究会 ☆ 生徒指導に関する教員研修の在り方について（報

告書） 平成 23 年 6 月 

17 文部科学省 ☆☆☆生徒指導提要 平成 22 年 教育図書（2011）¥298 

教師の力量形成 

18 文部科学省 初等中等教育局教職員課・高等教育局大学振興課教員養成企画室 ☆ 大学院段階の教員養成の改

革と充実等について（報告） 平成 25 年 10 月 15 日 

19 中央教育審議会 ☆☆☆ 教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（答申）  

平成 24 年 8 月 28 日 

20 福井県教育委員会 教員研修の在り方検討会 ☆☆ 教員研修の在り方検討会報告書 平成 24 年 3 月 

高大接続・入試改革・高校改革・大学改革 

21 中央教育審議会 ☆☆☆ 新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学

者選抜の一体改革について 〜すべての若者が夢や目標を芽吹かせ，未来に花開かせるために〜 平成 26 年 12

月 22 日 

22 中央教育審議会 ☆ 初等中等教育分科会高等学校教育部会審議まとめ～高校教育の質の確保・向上に向けて～ 

平成 26 年 6 月 30 日 

23 国立教育政策研究所☆ AHELO*調査結果の分析に関する研究会（研究成果報告書） *高等教育における学習成

果調査 平成 26 年 3 月 

24 中央教育審議会 ☆☆ 新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える

力を育成する大学へ～（答申） 平成 24 年 8 月 28 日 

（事務局資料）
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資料 1-2-11 平成 27 年度４月 月間カンファレンスグループ表   

 
（事務局資料） 

 

資料 1-2-12 集中講座 Cycles 2014 Summer 要項 

 

（集中講座 Cycles 2014 Summer 要項より抜粋） 

平成２７年度 ４月合同カンファレンスA日程（4/１８, １９） グループ①

1 小嵐 10 森 5 （至民中） 3 板橋区教育支援センター 埼玉・新座高 0
有終南小
（茨城県）

0

2 半原 7 加藤 6 （啓新高） 7 気比中 11 春江小
丸岡南中
（茨城県）

0

3 隼瀬 2 永谷 4 （附属中） 1 高志高 7 野向小 10
武生西小
（奈良県）

0

4 杉山 9 小林和 7 （附属中） 1 福井東特支 10 勝山高 13
鳥羽小

（滋賀県）
0

5 柳澤 1 （啓新高） 7 丸岡南中 2 青郷小 11
光陽中

（高知県）
0

6 宮下 8 （丸岡南中） 2 （中藤小） 6 高椋小 10 同志社中 0

7 小林真 3 稲井 8 （中藤小） 6 嶺南教育事務所 11 足羽中 12
金津中

（高知県）
0

8 笹原 10 三田村 5 （中藤小） 6 教育研究所 8 岡本小 12
永平寺中
（高知県）

0

9 中川 3 山崎 11 （附属小） 4 高浜中 13 附属中 1 同志社中 0

10 天方 4 （至民中） 3 嶺南東特支 10 鯖江・豊小 12
気比中

（高知県）
0

11 松井 10 （丸岡南中） 2 福井県幼児教育センター 8 美浜中 13
雲浜小

（熊本県）
0

12 倉見 8 石井 0 （附属小） 4 安居中 3 板橋・中台中 0
義務教育課
（鳥取県）

0

※緑はリーダーＭ２，濃い青はリーダー1年履修，水色はリーダーＭ１，黄色はストレートＭ２，橙はストレートＭ１を示す。

※数字は，開講式グループ番号を示す。

院生出欠情報 スタッフ参加情報

笹原 4/18のみ参加
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資料 1-2-13 インターンシップの記録 
 

インターンシップの記録 
・毎日の記録として，授業参観や支援補助等の過程で起きた出来事や気づいたことは，適宜メモを取っ

ておく。 
・週ごとにメモを見返して振り返り，特に印象的な場面や学びにつながった出来事をまとめ直し，考

えたことを記録しておく。 
・月に一度の合同カンファレンスにおいて，インターンシップの取り組みとそこでの省察について紹

介する。 
・夏期集中講座のサイクルの中で，前期のインターンシップの展開とそこでの省察について報告し，

レポートとしてまとめる。 
・冬期集中講座のサイクルの中で，12 月までのインターンシップの展開とそこでの省察について報告

し，レポートとしてまとめる。 
・２月末のラウンドテーブルにおいて，１年間のインターンにおける実践の展開とそこでの省察につ

いて 1時間 20 分程度の報告を行う。 
・２年次の５月上旬までに，長期インターンシップ報告書をまとめ刊行する。 

・６月末のラウンドテーブルにおいて，長期インターンシップ報告書に基づいて報告を行う。 

（「インターンシップの手引き」より抜粋） 
 

 

③ 附属学園を教員研修機関と位置づけ「長期インターンシップ」を実施するとともに，

学園所属教員が本専攻で学修している（P3-4 前掲資料 1-1-2）。また，附属学園の教育研

究集会と連携し，院生が最新の教育実践を学修している（資料 1-2-14）。これらの学修を

通して，院生は長期の実践・省察・記録化の事例研究サイクルを「長期実践研究報告」

に結実させていく。本報告執筆は教員チームによる支援のもとで進められ（資料 1-2-15，

16），「長期実践研究報告会」でのピア・レビューの結果に基づき審査される（資料 1-2-17）。

さらに，院生が実践の中の理論の検証を行う実践研究交流集会を開催する。なお，本集

会は国内外参加者が 800 名規模に発展し，院生の学修機会の多様化に寄与している（資

料 1-2-18，19）。以上に示した実践的で能動的な教育内容・方法は教委・学校関係者も含

めて院生からも極めて高い評価を得ている（資料 1-2-20，P3-6, 7 前掲資料 1-1-4）。 

また，院生が主体的・協働的に学修し，議論や実習準備等を行うコラボレーション

ホールと院生室を整備し，備品等も確保している（資料 1-2-21，22）。 

 

資料 1-2-14 平成 27 年度附属小学校教育研究集会要項 

 
                                （事務局資料） 
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資料 1-2-15 長期実践研究報告執筆支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（事務局資料） 

 
 

資料 1-2-16 長期実践研究報告執筆スケジュールの目安 

 
                                                                          （事務局資料） 

  

『⻑期実践研究報告』執筆スケジュールの⽬安

〔執筆・再構成・推敲期間〕
 
 
 
 
 

 

冬期集中②
 
 
 
 
 
 

 

12/10          12/23(26)   12/26(28)  1/4     1/7  1/10       1/26     2/1    

冬期集中①
 
 
 
 
 
 
 

〔構想期間〕
〔執筆期間〕

 
 
 
 
 

 

＜構想提⽰＞ ＜第⼀稿完成＞ 完成原稿
提出

〔構想期間〕
教員との

相談
 
 
 
 

 

〔執筆期間〕 

※遅くとも12/10までに
主担当教員に構想・内容を相談する

※遅くとも1/10までに
第⼀稿を完成させる

最終稿
完成

 ⽬次
 展開
※遅くとも12/23までに構想を完成させる

冬期集中講座の時間
をフル活⽤して

第⼀稿を書き終える

『⻑期実践研究報告』 執筆に向けてのアドバイス
 〔構想期間〕に、『⻑期実践研究報告』の⽬次や展開図をあらかじめ作成しておくと執筆の助けになります。
 ＜構想提⽰＞ までに、執筆に必要な記録・資料等を確認し、整理しておきましょう。
 構想が完成したらすぐに執筆を始めましょう。
 「実践中だから・・・」、「忙しいから・・・」といって、相談・構想・執筆を後回しにしないようにしましょう。
 報告タイトルは＜第⼀稿完成＞まで「仮」とし、〔執筆・再構成・推敲期間〕に主担当教員等と相談して決定しましょう。

 報告内容、執筆スケジュールに不安を覚える⽅は、早めに主担当教員と相談して⾃⼰管理しましょう。
 執筆にかかわって特別な⽀援を要する⽅は、⽊村・岸野・綾城に相談してください。

※ あくまで「⽬安」ですので、これよりも
早いスケジュールで進めて結構です。

2/1提出締切
締切⽇過ぎの原稿提出、未完成原
稿の提出では「未受領」となりま
すので、⼗分注意してください。

 

ラ
ウ
ン
ド
テー

ブ
ル

 
 

⻑
期
実
践
研
究
報
告
会

2/13    2/26,27 
 28 

No 氏名 読み手（正） 読み手（副）

二宮 松木

岸野 倉見

3 森 半原

4 小林真 木村

5 宮下 半原

6 倉見 小嵐

7 隼瀬 杉山

8 柳澤 宮下

森 稲井

10 木村 小林真

11 岸野 小林和

12 杉山 稲井

13 二宮 松田通

14 木村 半原

15 山崎 二宮

16 綾城 森

17 稲井 風間

18 森 半原

19 二宮 杉山

20 半原 宮下

21 小林真 隼瀬

22 小嵐 綾城

23 木村 小林真

24 三田村 岸野

25 岸野 三田村

26 柳澤 宮下

27 木村 柳澤

※遅くとも12/10までに読み手（正）の教員と構想・内容を相談してください。

※読み手（正）（副）の教員と随時、進捗状況を確認しながら執筆を進めてください。

※読み手（正）（副）の教員以外の教員にも気軽にご相談ください。

平成27年度
長期実践研究報告執筆支援 大学院教員の主な読み手表
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資料 1-2-17 平成 26 年度長期実践研究報告会要項 

 
（事務局資料） 

 
資料 1-2-18 平成 26 年２月・３月 公開実践研究交流集会一次案内 

 
（事務局資料） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

探究する学びを実現する教師 

教師を支える教職大学院 

教師の実践力を培う学校拠点の実践研究 
 

学校と大学/ 

実践と研究を結ぶ 

新しい実践研究組織とそのネットワーク 

 

2015.2.27-3.1 
教師教育改革コラボレーション/福井大学教職大学院 

大学院教育学研究科教職開発専攻 
共催 福井大学高等教育推進センター・教育実践研究フォーラム・社会教育実践研究フォーラム 

  

実践研究 福井ラウンドテーブル 
2015 spring sessions 

/27(fr )  17:00-19:00 
/28(sat) 10:30-17:40 

 3/1  (sun)  8:20-14:00 
福井大学総合研究棟V（教育系1号館） 

/AOSSA 

 実践研究 福井ラウンドテーブル 2015 spring sessions 

2/27(fri) 17:00-19:00 
presession :  ESDが SDになるには？ 

ESDのメインストリーム化に向けて- 

2/28(sat) 10:30-17:40 

           session0 10:30-12:00 symposium   知識社会の教師の資本 
アンディ・ハーブリーブス ボストン・カレッジ教授） 

佐藤 学（学習院大学教授） 

秋田 喜代美（東京大学大学院教授） 

コーディネーター 木村優（福井大学教職大学院准教授） 
 

orientation 12 40- 2:50 学校 教育 地域を考える４つのアプローチ 
  A 学校：子どものこと、授業のことを語り合える組織づくり 

B 教師：21 世紀の教師教育をイノベーションする 学校を基盤として教員養成と教員研修のあり方 

C コミュニティ： 学び合うコミュニティを培う 持続可能なコミュニティをコーディネートする 

D 授業づくり：授業改革の扉を開く 教師は授業 sで何を残したいのか 
 

sessionⅠ 2:50-13:50 実践に学び合う広場 実践の広がりに出会う knowledge fair 
 

sessionⅡ 4:00-15:20 課題の提起 方向性を探る symposiums 
 

sessionⅢ 5:30-17:40  テーマ別の話し合い 問いを深める forums 
 

3/1(sun) 8:20-14:00 SessionⅣ  round table cross sessions 
実践の長い道行きを語り 展開を支える営みを聞き取る 

①はじめに :30-8:40  ②自己紹介 8:40-9:00  ②報告Ⅰ9:00 10:40 ③報告Ⅱ10:40-11:40   ④報告Ⅲ12:20-14:00 

 地域や職場で自分たちの実践をじっくり跡づけ、 その省察をふまえて実践を編み直していく。 地域・ 職場

を大人同士が実践を通して学び合う協働体（ コミュニティ） に変えていく。 その中で一人一人が、 省察的で

主体的な実践者としての力を培っていく。 そうした地道な取り組みが少しずつ蓄積されてきています。  

 試行錯誤を重ねながら大切に進められてきているそうした取り組みを、 より広く伝え合い、 じっくり展開を

聞き取り、 学び合う場を作りたいと思います。  

小グループで実践の展開を聴き合います。  

 実践記録を土台に実践の歩みをじっくり語っていきたいと思います。心に残っている場面。言葉、

表情、行為。その時々に感じていたこと。ふりかえる中で見えてきたつながり。話し合いと記録づく

りの中ではじめて気づいたこと。いま改めて跡づけ直して考えていること。 
 語られる展開に耳を傾け、活動の場面を共有し成長のプロセスを探っていきたいと思います。実践

の過程をじっくり語り・聞きあう場、実践を共有して協働探究できる関係がより広く培われていくこ

とが、その後の実践への問いの深まりを支える拠り所になると思います。  
 

※プレセッションについては、福井大学教職大学院ホームページ http://www.fu-edu net/をご参照ください。 

 その他の部分も含めて、プログラムは現段階での予定です。最新の情報について上記ホームページをご覧下さい。 
 

●申込は上記ホームページから申込書式をダウンロードし、必要事項をご記入の上、メールで送っていただく形で

行います。受付期間は 11 月 31 日から 2 月 17 日を予定しています。 
●3/1 の sessi nⅣの実践報告者を募集しています。申し込みの際にお知らせ下さい。 

3/1 の sessi nⅣの参加についてのお願い＝午前午後全日程（8: 20-14: 00）の参加をお願いします。 

●ラウンドテーブルでは少人数で互いの実践の長い展開を聴き合い、考え合うことを目的としています。そのため

8:20-14:00 の全日程を 6 人程度の固定メンバーの小グループでの協働探究として進めます。原則として 8:20-
14:00 の全日程に参加できるメンバーで進めますので、よろしくお願いいたします。 
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資料 1-2-19 実践研究福井ラウンドテーブルの歩み 

 
 

（事務局資料） 

 

  

実践研究福井ラウンドテーブルの歩み 

 
2001.3.17-18 春のシンポジウム ラウンドテーブル 教師の実践的力量形成をめざして 

  木岡一明・寺岡英男（この回は教師教育をめぐる 20 人程度の研究会であり，実践を聴き合う会ではなかった。）  
2001.11.10-11 実践研究：福井ラウンドテーブル 省察的実践を支える協働（第 1 回) 

For Reflective Practice, Professional Development, and Organizational Learning. 
第１回目の実践研究福井ラウンドテーブルが開催される。（参加者 20 数名）京都ユースホステル協会 福井市公

民館主事 つむぎの会 ゆきんこ共同保育園 福井大学附属小学校 福井大学教育地域科学部 児童館プロジ

ェクト 福井大学探求ネットワーク 

 

2002.3.16-17 実践研究・事例研究ラウンドテーブル(第２回) 高木展郎・大田邦朗・藤原文雄・石川英志 

フレンドシップ事業福井ラウンドテーブル 同日開催 探求ネットワークのラウンドテーブル ～現在に至る。  
2002.7.13-14 実践研究：福井ラウンドテーブル（省察的実践を生み出す 学び合う組織を編む）（第３回） 
2003.3.15-16 実践研究・事例研究ラウンドテーブル（第４回） 

シンポジウム 教師教育における専門職大学院の可能性を探る 辻野昭・葉養正明  
2003.7.12-13 実践し省察するコミュニティ 実践研究：福井ラウンドテーブル（第５回） 
2004.3.13-14 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル（第６回） 秋田喜代美ほか 
2004.7.3-4 実践し省察するコミュニティ」実践研究福井ラウンドテーブル 2004 （第７回） 
 2004.8 教育のアクションリサーチ研究会が始まる（於熱海～2009） 
 2005.1 実践研究東京ラウンドテーブル始まる（於早稲田大学） ～現在に至る。 
2005.3.5-6 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2005（第８回 参加者 100 名超） 

国際シンポジウム Ann Liebermann 横須賀薫 佐藤学 於国際交流会館  
2005.7.9-10 実践研究福井ラウンドテーブル 2005 （第９回） 
2006.3.4-5 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2006 フェニックス・プラザ （第 10 回） 

田中孝彦・石川英志・新田正樹・上野ひろ美・白益民・松木健一・牧田秀昭  
2006.7.1-2 実践研究福井ラウンドテーブル 2006  （第 11 回）三輪建二・倉持伸江・松木健一・水野篤夫  

兼日本社会教育学会東海北陸研究集会  
2007.3.3-4 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2007（第 12 回）渡邉満・無藤隆・松木健一・新田正樹 
 2007.4 福井大学教職大学院の準備期間が始まる。 

2007.6.30-7.1 実践研究福井ラウンドテーブル 2007 （第 13 回）藤本 寛巳・淵本幸嗣・寺岡英男 
2008.3.1-2 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2008 （第 14 回）横須賀薫・新田正樹・松木健一・Jae-Hoon Yu 
2008.6.28-29 実践研究福井ラウンドテーブル 2008 総合研究棟Ⅰ （第 15 回） 

人見久城・筒井潤子・寺岡英男・岸野麻衣・向当誠隆  
2009.2.28-3.1 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2009 （第 16 回）稲垣忠彦 
2009.6.27.28 実践研究福井ラウンドテーブル 2009 （第 17 回） 

5 つの領域：専門職として学び合うコミュニティ（分野ごとのセッション始まる）  
2010.2.27-28 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2010 （第 18 回参加者 300 名前後）鈴木寛 Catherine 

Lewis 
2010.6.26-27 実践研究福井ラウンドテーブル 2010（第 19 回）：学校・コミュニティ・特別支援・医療看護 
2011.2.26-27 学校改革実践研究福井ラウンドテーブル 2011 （第 20 回 参加者 300 名を超える。）門脇厚司・森透 
2011.6.25-26 実践研究福井ラウンドテーブル 2011 （第 21 回）松本謙一・勝野 正章・木原俊行・三輪建二 
2012.3.3-4 実践研究福井ラウンドテーブル 2012 spring sessions （第 22 回）(名称を変更する) 
2012.6.23-24 実践研究福井ラウンドテーブル 2012 summer sessions（第 23 回)参加者 450 名を越える。 

兼日本社会教育学会東海北陸研究集会  
2013.3.2-3 実践研究福井ラウンドテーブル 2013 spring sessions （第 24 回）教師教育改革コラボレーションとの

共催 
2013.6.29-30 実践研究福井ラウンドテーブル 2013 summer sessions（第 25 回） 
 2013 11 30-12 1 実践研究東京ラウンドテーブル 2013winter sessions（明治大学） 
 2013 12 14/21 教育実践研究公開クロスセッション（福井大学） 
 2014 2 8 宇都宮大学学校活性化フォーラム（宇都宮大学） 
 2014 1 25 実践研究ラウンドテーブル in 静岡（静岡大学） 
2014.3.1-2 実践研究福井ラウンドテーブル 2014 spring sessions （第 26 回）参加者 550 名を超える。 
2014.6.21-22 実践研究福井ラウンドテーブル 2014 summer sessions（第 27 回） 
2015.2.27-3.1 実践研究福井ラウンドテーブル 2015 spring sessions（第 28 回）参加者 700 名を超える。 
2015.6.26-28 実践研究福井ラウンドテーブル 2015 summer sessions（第 29 回） 
2016.2.26-28 実践研究福井ラウンドテーブル 2016 spring sessions（第 30 回）参加者 800 名を超える。 
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資料 1-2-20 院生からの評価 

 

 

 

 

 

  

（教職大学院 News Letter No.80 より抜粋）



福井大学教職開発専攻 分析項目Ⅰ 

－3-35－ 

資料 1-2-21 コラボレーションホール利用状況    資料 1-2-22 備品等の購入状況 

  
 ※授業や会議等がない時限は，院生は自由に利用することが 

できる。 
   
（事務局資料）                     （事務局資料） 

 

 

【教員研修機関との現職研修プログラムの協働開発】 

 教員研修機関を拠点校とし（P3-4 前掲資料 1-1-2），福井県教育研究所とは「ミドルス

テップアップ研修」（資料 1-2-23, 24）を，福井県特別支援教育センターとは「特別支援

教育コーディネーター専門研修・授業研究リーダー実習」（資料 1-2-25）を協働開発した。

それぞれ「学校拠点方式」による現職教員研修として教員の資質能力向上を促進してお

り，各感想に明示されたように受講者から各自の専門性開発に資する研修として高く評

価されていることは，各関係者の期待に十分に応えていることを示している。また，教

育研究所との連携の下，教員免許状更新講習（必修領域）に新任教頭研修を提携し，新

任教頭の能力育成を図っている（資料 1-2-26）。 

 

資料 1-2-23 ミドルステップアップ研修概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                        （事務局資料） 

 

  

備品等の購入状況

日付 品名 金額 日付 品名 金額

H24 5 17 ノートパソコン 120 303 H26 1 24 三脚 13 950

H24 5 17 ソフトウェア 53 100 H26 3 3 電子キーボード 346 500

H24 5 17 ソフトウェア 2 923 H25 6 27 レーザーポインター 111 664

H24 5 17 マウス 3 084 H26 4 3 別注テーブル<A>長方形 1 779 228

H25.3.21 ノートパソコン 255,150 H26.4.3 別注1/4丸テーブル 1,215,288

H25.3.21 ソフトウェア 123,900 H26.4.24 別注テーブル<A>長方形 879,429

H25.3.21 ソフトウェア 47,956 H26.4.24 別注1/4丸テーブル 1,201,372

H25.3.27 パーソナルコンピュータ 144,800 H26.4.24 組立費 運搬設置微調整費 108,000

H25.3.28 パンフレットスタンド 61 290 H27.1.7 液晶プロジェクター 820,800

H25.3.29 回転ホワイトボード 56,169 H27.1.7 天吊スクリーン 142,560

H24.6.8 プリンタ 49,980 H26.6.17 ノートパソコン 298,080

H24.6.13 両面印刷ユニット 20,475 H26.6.17 マウス 3,240

H24.6.13 Ａ３カラーレーザープリンタ 49,980 H26.6.20 ウェブカメラ+ヘッドセット 11,340

H24.6.13 両面印刷ユニット 20,475 H26.7.9 会議用マイクスピーカ 194,400

H25.5.7 ヘッドホン 17,400 H26.10.31 会議用マイクスピーカ 129,600

H25.4.11 ＶＨＳ一体型ＤＶＤレコーダー 24,150 H26.10.31 ＨＤウェブカム 11,340

H25.5.7 電子キーボード 132,300 H26.10.31 DIS Mobileパッケージ 79,830

H25.5.7 ヘッドホン 11,600 H26.10.31 モバイルルータ 7,776

H26.1.21 プリンタ 118,864 H26.10.31 ノートパソコン 298,080

H26.1.21 両面印刷ユニット 16,380 H26.10.31 光学式マウス 3,240

H26.1.21 ノートパソコン 356,160 H27.1.14 イス 2,400,840

H26.1.21 ソフトウェア 70,800 H27.1.14 チェアポーター 142,924

H26.1.24 デジタルハイビジョンビデオカメラ 135 200 H27.3.6 高速フルカラー印刷機 4321944

H26.1.24 デジタルハイビジョンビデオカメラ 33,800 合計 1,926,239
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資料 1-2-24 平成 25 年度のミドルステップアップ研修の受講者数・受講者の感想（抜粋） 

 

受講者数：31 名 

感想 

・ 自分がいかにマンネリ化しているかがわかった。主任として新しい境地を開きたい。 

・ 今の教員に「工夫」が必要であること，中教審や教育再生実行会議の内容にも目を通すことの重

要性を認識できた。 

・ 授業を見るときの視点について，目を開かれた思いがした。 

・ 他校種の新しい世界を知る事ができ，視野が広がったような気がする。 

・ 実践の共有が大変勉強になった。これからの自分の実践のバリエーションが増えたように感じる。 

 

（平成 25 年度ミドルステップアップ研修実践記録集より抜粋） 

 

 
資料 1-2-25 特別支援教育コーディネーター専門研修・授業研究リーダー実習概要と受講者数・受講者の

感想（抜粋） 

（平成 26 年度 特別支援教育コーディネーター専門研修・授業研究リーダー実習実践研究報告より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 
Ⅰ 研修のねらい 

  受講者が，多様な子どもたちの学びと育ちを支えるための実践を，同僚と協働し進めていくことを

通して，学校全体が特別支援教育の力量を高める。 

Ⅱ 研修の特徴 

・ 年間を通した研修プログラムで学びを深める 

「課題設定→学校での実践，同僚との協働→振り返り，再構成→次の課題設定」というサイクルで，

実践と省察を積み重ねていく。 

・ 学校での実践そのものを研修とする 

知識獲得のための研修から脱却し，校内体制の改善や授業改善を目指した実践そのものを研修とし

て位置づける。 

・ 福井大学教職大学院，県教育委員会と連携する 

研修会には教職大学院スタッフや県教委の主任が助言者として参加し，受講者の実践の振り返りと

再構成を支える。訪問による研修では，教職大学院スタッフや県教委の主任，センター所員が学校

を訪問し，校内の研究会等を支援する。 

・ 担当のセンター所員が受講者の実践に伴走する 

各受講者の研修を，センター所員が担当者としてサポートし，課題解決に向けて共に考える。 
 

受講者数：８名 

 

感想 

・授業研究とコーディネーターの活動は，一見違うように感じていましたが，校内の先生方が意見交 

流を活発にし，児童生徒の理解を深め，よりよい方向に向かうよう取り組み続けていくという部分は

同じであると感じました。 

・本研修を受け始めた頃は，研究授業に対する先生方の負担感から出る雰囲気，授業参観者の人数が気

になり，授業参観していても子どもに注目できなかった。しかし，研修を通して「子どものどういう

ところを観て，どうとらえるのか。そして，どのように支援を考えるのか」という具体的な見方を知

り，子どもから目を離さずに参観できるようになった。そのような自分の変化を考えると，抵抗感や

負担感を減らすというよりも，授業実践する中で，悩みが解決したり，新たな視点を得たりすること

が，実践への意欲へとつながり，満足感や達成感を得られるのではないかと思った。 
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資料 1-2-26 平成 25 年度教員免許状更新講習(必修領域)実施状況報告 

（教職大学院 News Letter No.56 より抜粋） 

 

 

 
実践的指導力の更なる向上を目指して ―平成25年度教員免許状更新講習(必修領域)実施状況報告― 

 
福井大学教職大学院 教授 松田 通彦 

 
 今年度の福井大学教員免許状更新講習(必修領域)は年間5回の開催を計画し,8月末までに4回分を終了した。例年通
り,福井県教育研究所主催の「新任教頭研修講座」と連携・協働し,実践・省察 型の講習を実施した。以下はその概
要報告である。  
1. はじめに  
 平成25年度の同講習の計画・立案は前年度9月から取り組んできた。県の教育庁義務教育課及び総務部大学・私学
振興課に受講対象者の調査・集計を依頼したところ,本年度の受講者は830人程度との結果が得られたので,これを基
に計画を立て申 請・募集を開始した。 
 今年度4月に一応受講申込みは締め切ったのであるが,必修領域の受講希望者は291名(平成25年 5月31日現在)であ
り,昨年度の377名(平成24 年6月15日現在)を大きく下回ったため,開催回数や少人数グループの編成等に工夫を要し
た。  
2. 本年度講習の変更・改善点  
 本年度講習に係る主な変更点や改善点は以下の通りである。  
① 開催回数を6回から5回に縮減 
② レジュメ「新しい時代をひらく教師の実践コミュニティ」の「1構成」の各講習に係る表記方法を整理 
③ 実践レポートの作成・提出方法の変更 
④ 新任教頭研修の充実 
 この中で,①については受講者減少に伴うやむを得ない措置であり,②については一日の講習内容の流れを受講者
によりわかりやすくするため,開始時 刻の統一化や全体会と分科会の明示化など表記上の工夫を試みたものである。
一方,③,④については,関係者からの改善要望に直接応える内容でもあるので少し説明を加えたい。 
 まず,③についてであるが,毎年,受講者から出 されるレポート提出に関する要望の中に,レジュメに記載されてい
る「本講習のまとめ:第2日(第3 日)の午前中に大部分を作成しますが,講習後,感想や振り返りもあわせて完成原稿と
し,提出します。」の表現に見直しを求める声が少なくなかった。つまり,2日間(選択領域を含めれば3日間) の講習
が,評価も含め2日間(3日間) で完結しないことを前提としていることに対する疑問と不満があったのである。当初,
大学側のねらいとしては, 実践の省察や講習の振り返りにも十分時間をかけて ほしいという思いがあったためであ
ろうが,今回,レポート作成を講習後の宿題にしてほしくないとの 受講者の要望に出来る限り沿う形で改善すること
とし,レジュメを「本講習のまとめ:第2日(第3 日)の午前中に完成できない場合には,講習後,感 想や振り返りもあわ
せて完成原稿とし,提出します。」のように変更した。これにより,講習終了と 同時にレポートを提出する受講者が
出てくることに なったが該当者は全体の約1割弱であった。また, 当然のことながら,このことによって,受講者のレ
ポートの評価に悪影響が出ないようスタッフ内で申し合わせを行った。④については教育研究所からの改善案であっ
た。本講習における新任教頭の大きな役割は,少人数グループ内での受講者のファシリテーターを務めることであっ
たが,研究所の提案は,2日目の午前中, 受講者が他者の優れた実践記録を書きまとめている 間は,新任教頭が直接
ファシリテートする場面が少 ないため,その時間を教頭研修の一環としてより有 効に活用したいというものであっ
た。  
 具体的には,教頭を全員一か所に集めて,講習の 途中で独自にファシリテーションの振り返りをさせたいというも
のであり,そのことはその後の実践の 一助になるはずであるというものであった。実際, 自らの実践を踏まえた意見
交換の後は傾聴技術の更 なる向上が見られ,教頭自身の自信にも繋がって いった。今回の改善策は新任教頭からの
評価が高く,次年度以降も継続すべきとの思いを強くした。  
3. 本年度講習の概要  
 福井大学教員免許状更新講習の必修領域として位置付けられている「教育実践と教育改革I:12時間」と選択領域で
ある「教育実践と教育改革II:6 時間」のカリキュラム構築には,教職大学院が大きく関わっている。特徴的なことと
して次のような点 が挙げられる。 

① 必修12時間(2日間)に選択6時間を加えた合 計18時間(3日間)で完結する教育実践・省察プログラム 
② 少人数グループによる実践の語り合い・傾聴を基本にした省察型講習 
③ 校種,年齢,教科,地域等の壁を超えたグループ編成 

 ①については,3日間連続の受講者の割合は, 31.6%昨年度の実績37.7%と比較すると下降している。3日間受講者は
他者の優れた実践を踏まえながら自身の実践を省察する意義や必要性を十分理解し 研修成果に満足しているが,3日
目を受講しない傾向は毎年の課題であり,カリキュラム構成や中身の 効率化等々も含め,今後,慎重に検討を継続し
たい。 
 また,②,③にも関連する受講者からの評価については,「講習の内容・方法」「知識・技能の習得 の成果」「運営
面」の3項目のアンケートに回答をいただいているが,夏の講習4回分の「教育実践と 教育改革I」(必修領域)の結果
は,「良い」が全体 の55.6%(42.7%),「だいたい良い」が42.4% (50.6%),「あまり十分でない」が2.0%(5.9%), 「不
十分」が0%(0.8%)であった。「良い」と「だいたい良い」の合計が98.0%,「不十分」との回答が0%であるなど,過年
度に比し,受講者から極めて高い評価を得られたことは特筆に値する。今後も, 現状に満足することなく,受講者の声
を尊重しながら更なる充実を図ってまいりたい(括弧内は昨年度実績)。  
4. 終わりに  
 今回でこの更新講習も5年目に入っており,受講者の間には導入当初の不安や動揺もなく制度として定着してきた
雰囲気が色濃く感じられ,全てのプログラムを円滑に実施することができた。 3.にも記したように,受講者の満足度
も極めて高く受講態度も申し分なかった。特に,自身の実践 を様々な校種や年齢等の同僚と語り,聴き,書き記すとい
う体験の意義や価値を評価していただけたのが大変心強かったように感じる。これは,ファシリテーターとして参画
いただいた76名の新任教頭の地道な支援や助言があったからでもあり,関係各位に改めて感謝の意を表したい。しか
しながら,受講者数の回復と併せて,優れた 実践記録の収集,ミニ講義や講義内容の一層の精選等,より充実した講習
にするために解決すべき課題も少なくない。福井大学方式を更に徹底・定着させるための不断の努力を今後も怠らな
いよう,気持ちを新たにしているところである。  
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（水準） 期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

① 「学校拠点方式」による学校・実践ベースの教員養成・教師教育を，特色ある実践的な

科目を中核としたコア・カリキュラムにより実現した 1)。また，院生の実践的能力の育成

を図る教育課程を編成し2)，本教育課程は文部科学省から極めて高い評価を受けている3)。 

 
1) 資料 1-2-1  ：コア・カリキュラムのデザイン P3-23 
2) 資料 1-2-2  ：ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー P3-23 

資料 1-2-3  ：教職開発専攻の教育課程表 P3-24 

資料 1-2-4  ：長期インターンシップのねらい P3-24 

資料 1-2-5  ：協働実践研究プロジェクト P3-25 

資料 1-1-25 ：教職開発専攻の「学校における実習」科目の概要 P3-19 
3) 資料 1-2-6  ：本学の教育課程に対する文部科学省の高い評価 P3-26 

 

② 第１期に比してプロジェクト型学修等の多種多様な教育方法を教育内容に応じて編み

込みながら 4)，附属学園を教員研修機関として位置づけ，実践研究交流集会の組織・運営

により公教育を担う教師の育成を多層多角に推進 5) しており，教委・学校関係者のみな

らず院生からも極めて高い評価 6) を得ている。 

 
4) 資料 1-2-7  ：週間カンファレンスの概要 P3-26 

資料 1-2-8  ：平成 27 年度週間カンファレンス午前②学校実習に基づくプロジェクト学習の 

テーマ P3-27 

資料 1-2-9  ：月間カンファレンスのテーマ P3-27 

資料 1-2-10 ：平成 27 年４月 月間カンファレンス教育改革資料 P3-28 

資料 1-2-11 ：平成 27 年度４月 月間カンファレンスグループ表 P3-29 

資料 1-2-12 ：集中講座 Cycles 2014 Summer 要項 P3-29 

資料 1-2-13 ：インターンシップの記録 P3-30 
5) 資料 1-2-14 ：平成 27 年度附属小学校教育研究集会要項 P3-30 

資料 1-2-15 ：長期実践研究報告執筆支援 P3-31 

資料 1-2-16 ：長期実践研究報告執筆スケジュールの目安 P3-31 

資料 1-2-17 ：平成 26 年度長期実践研究報告会要項 P3-32 

資料 1-2-18 ：平成 26 年２月・３月 公開実践研究交流集会一次案内 P3-32 

資料 1-2-19 ：実践研究福井ラウンドテーブルの歩み P3-33 

資料 1-1-2  ：平成 27 年度拠点校・連携校と教員担当一覧 P3-4 
6) 資料 1-2-20 ：院生からの評価 P3-34 

 

③ 教員研修機関と連携し，「学校拠点方式」を援用した学校・実践ベースの研修プログラ

ムを協働開発し 7)，現職教員の資質能力の向上に寄与するとともに，受講者から極めて高

い評価を得ている 8)。 

 
7) 資料 1-2-23 ：ミドルステップアップ研修概要 P3-35 

資料 1-1- 2 ：平成 27 年度拠点校・連携校と教員担当一覧 P3-4 
8) 資料 1-2-24 ：平成 25 年度のミドルステップアップ研修の受講者数・受講者の感想（抜粋） 

P3-36 

資料 1-2-25 ：特別支援教育コーディネーター専門研修・授業研究リーダー実習概要と 

受講者数・受講者の感想（抜粋） P3-36 

資料 1-2-26 ：平成 25 年度教員免許状更新講習(必修領域)実施状況報告 P3-37 

 

  



福井大学教職開発専攻 分析項目Ⅱ 

－3-39－ 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 

【学業の成果としての『長期実践研究報告』】 

 院生の学業は，長期の実践・

省察・記録化から「実践の中の

理論」を生成する『長期実践研

究報告』に結実し（資料2-1-1），

厳格な評価・審査体制を通じて

教職修士（専門職）にふさわし

い専門的・実践的な力量形成が

図られたと判定されたものが

『学校改革実践研究報告』とし

て刊行される（資料 2-1-2，別

添資料 1）。本成果は県内外で

実施される実践研究交流集会

で報告され，修了予定者が報告

を改めて吟味し直して再構成

するサイクルを保証し，第１期

に引き続き質を維持している

（P3-32 前掲資料 1-2-17, 18）。 

 
資料 2-1-2 『長期実践研究報告』の評価について 

資料 2-1-1 『長期実践研究報告』の作成と発表のサイクル 

 

 
（事務局資料） 

大学院における実践の省察／理論化／意味づけ 
長期実践研究報告の作成と発表  

Round Table：Summer Conference（6月）Spring Conference（3月）  
長期実践研究報告  

本人  

他校教員
研究者  

長期の教育実践の省察を
支えるプロセス  

基盤理論書の読解 

記録を元に
し た省察 

本人  
他業種専
門家・他
県教員・
研究者  

ラ ウンド
テーブル 

教師の専門性を支える
プロセス  

報告書を元
にし た省察 

公教育の理念 
子どもの 

  

学校の協働の 
組織学習 

ー 

異なる基盤集団
との語りあい  

異なる 準拠枠を 持つ人と の語ら いは、
自ら のフ レ ームの捉えなおし を引き 起こ す 

刊行物  

歴史的評価  

長期実践を書く  

優れた教育
実践の読解 

子どもの
成長発達  

  

実践コ ミ ュ ニティ  

僚
教師  
 

活動
ス  

記録と語りと傾聴  

発問応答・教材 子どもの心境  

時間  

教科の学び  

 
「長期実践研究報告」による教職大学院における学修の総合的評価について 
  長期実践事例研究・長期協働実践プロジェクトをはじめとする実践研究・実践プロジェクトの一連の展開と，そ
れに関わる省察・検討・理論的研究の積み重ねを，「長期実践研究報告」としてまとめ，この「長期実践研究報告」
によって，教職大学院における学修の展開と到達点を総合的・最終的に確認し，評価する。 
基本方針 
＜実践と省察の長期にわたる記録の集積にもとづく総合的な評価システムの実現＞ 
○ 専門職としての教師の力量の評価については，教師としての実践の展開と成果およびそれを通しての教師とし
ての成長過程に関わる専門的な精査と検討が必要となる。長期にわたる実践の積み重ねとそれを通しての成長過程を
検証するためには，記録の長期にわたる集積・蓄積とその検討という手続きが不可欠となる。 
○ 本専攻では長期実践事例研究・長期協働実践プロジェクトをはじめとする実践研究・実践プロジェクトの一連
の展開と，それに関わる省察・検討・理論的研究の積み重ねを，「長期実践研究報告」としてまとめ，この「長期実
践研究報告」によって，教職大学院における学修の展開と到達点を総合的・最終的に確認し，評価する。 
○ 評価・判定については，当該の学生の「長期実践研究報告の作成と発表」を支援する教員の他，2名の教員によ
る判定会議における評価・判定を踏まえ，専攻会議および研究科委員会においてこれを承認する。 
○ またこの報告書に関わる内容を公開実践交流集会（ラウンドテーブル）において公表し，大学外の研究者や実
践者による検討評価の場を設ける。さらにこの報告書を刊行物として刊行し，より広く取り組みを伝えるとともに，
今後の実践と研究の拠り所として蓄積していく。 
長期実践研究報告の作成とその内容 
ア） それまでの自分自身の教師としての実践の積み重ねを振り返るレポートの作成 

大学院の入学にあたってそれまでの自身の実践の積み重ねを振り返り，大学院における課題を明確にする報告
をまとめる。（学部新卒者の場合，学部における学習や実践に関わる取り組みについてまとめる。） 

イ） 単元ごと・半期ごとの記録作りとその検討の積み重ね 
長期実践事例研究・長期協働実践プロジェクトの中で単元ごと半期ごとの実践を記録化し省察し次の課題を導
き出していくサイクルを重ねていく。 

ウ） 2年間の展開を跡づける長期実践記録の作成 
2年間の実践と自身の力量形成の過程を跡づけ検討する「長期実践研究報告」を作成する。 

① 2年間における授業づくりの検討と展開過程の吟味・評価。 
② 2年間における学習・生活支援の取り組みの展開過程の吟味・評価。 
③ 2年間を中心とし，その前の取り組みも視野に入れながら，自分自身の実践者としての成長過程についての省察
④ 上記3つの報告と省察を踏まえ今後の実践者としての課題を明確とする。 
エ） 「長期実践記録」の検討と評価（外部にも開かれた検討と評価） 

外部の教師や研究者も参加した実践研究会において2時間程度の報告と検討の場を持つ。 
オ） 「長期実践記録」の刊行 

こうした研究協議を踏まえ3月までに最終的な報告書をまとめる。この報告書は「学校改革実践研究報告」とし
て刊行する。この報告書は今後の自己の実践と評価の重要な拠り所となるとともに，今後教職大学院で学ぶ教
師にとっても実践と研究の手がかりを与えるものとなる。また教職大学院の組織的な評価の基盤となるととも
に，広く実践と教師としての力量形成過程の研究にとっても重要な貢献となる。 

（集中講座 Cycles 2015-16 Winter 要項）
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【学業の評価と履修・修了状況等から判断される院生の学修成果の状況】 

 本専攻では，授業科目と単位認定等の評価方法を明確に設定し（資料 2-1-3，4），院生

の学修を『長期実践研究報告』の作成と発表に結実させ，ほぼすべての在籍者が所定の

単位を修得し学位を取得している（資料 2-1-5）。なお，第２期の中途退学者は計４名で

いずれも一身上の都合による（資料 2-1-6）。また，ほぼすべての院生が教育職員免許状・

専修免許状を取得し（資料 2-1-7），実践研究成果を実践研究交流集会で発表し高度化す

るとともに，その発表機会を教師教育改革コラボレーションに基づき全国展開すること

で他地域の実践者との検討を可能としている（P3-12 前掲資料 1-1-11，P3-32 前掲資料

1-2-18）。 
 
資料 2-1-3 授業科目の評価の方法に関する内規 

（事務局資料） 
 
資料 2-1-4 単位認定等評価方法 
 毎回のカンファレンス，半期実践報告，年間実践報告をもとに，フィールド・インストラクター，カンファレンス

担当者，拠点学校担当大学院教員，拠点学校教員による協議のもとで評価を行い，単位認定を行う。評価の視点と方

法は以下の通りである。  

I 学校と学級の一年間のサイクルを総体として学ぶ  

一年次の４月から３月，週三日間をインターンシップとして，学校の一年間の授業と行事と生活に教師 集団の一員

として参加し，授業づくりに止まらず，クラスづくり・生徒指導，そして教師としての組織的な活動や協働研究にも

関わって教師としての仕事を総体として把握し役割を果たしていく。  

この年間サイクルを経験し，その展開を記録化し，省察し，今後の課題を自覚することができることが評価の前提条

件となる。その上で下記の点について評価を行う。  

Ⅱ 初発のプロジェクト展開  

個々の単元について改革の主題と子どもたちの成長に即した授業を開発・実践・省察する。下記の５局面について活

動の実際と記録から評価する。１企画 ２調査・構想 ３実践 ４省察-記録-表明 ５評価と展望 (現状の把握のサイク

ル)  

Ⅲ 実践の省察を踏まえた展開のレベル  

初発の単元の実践と省察を踏まえて，改革の主題と子どもたちの成長に即した授業を開発・実践・省察する。下記の

５局面について活動の実際と記録から評価する。とりわけIの現状からの発展を重視する。１企画２調査・構想３実

践４省察-記録-表明5評価と展望 (展開の把握)  

Ⅳ 一年間のクラスづくりの展開  

一年間のクラスのあゆみについて，記録にもとづいて省察し，その展開をとらえ直すことができる。  

Ⅴ 生徒指導  

特定の生徒，生徒集団に状況とその一年間のあゆみについて省察し，その展開をとらえ直すことができる。  

Ⅵ 学校運営と学校組織  

学校を支える学校運営と学校組織について一年間の経験を通してその働きについてとらえることができる。 

 
１．長期の協働実践研究プロジェクトに関する科目の成績評価 

長期の協働実践研究プロジェクトの一連の展開と，それに関わる省察・検討・理論的研究の積み重ね
を，「長期実践研究報告」としてまとめ，これによって，教職大学院における学修の展開と到達点を総
合的・最終的に確認し，評価する。 
 各科目の成績評価においては，①学校で進めている協働研究の取組，②毎月のカンファレンスでの報
告と記録，③長期休業期間の集中講座での半期ごと・年間での記録と省察，④２年間の長期実践研究報
告，を基に判断する。 

評価の観点は，初発のプロジェクト展開のレベル，省察を踏まえた展開のレベル，再構成のレベルで，
それぞれ①企画，②調査・構想，③実践，④省察‐記録‐表明，⑤評価と展望，の５局面とする。 

評価の方法は，前期・後期それぞれ，各学校の担当者が合議で評価を行う。 
２．集中講座で行われる科目の成績評価 
 集中講座で行われる科目についてはそれぞれ，①授業において検討した実践事例や研究論文について
の中間レポート報告（教員も含めた小グループで報告会を行う），②グループでの検討を経て再構成し
た最終レポート報告（教員も含めた異なるメンバーの小グループで報告会を行う），③報告後に再構成
して提出された最終個人レポート，という３つのレポートを基に成績を行う。 
 評価の観点は，①実践事例や研究論文についての理解，②自分の実践との関連についての考察，③こ
れらを踏まえた自分の実践の展望，という点とする。 
 評価の方法は，①中間レポートをグループで報告した際の教員の評価，②最終レポートをグループで
報告した際の教員の評価，③最終的に提出されたレポートの指導教員による評価を合わせ，合議により
最終評価を決定する。 
３．実習科目の成績評価 
（１）スクールリーダー実習の評価 

評価は，月ごとの記録とカンファレンスを踏まえ，最終報告書とその検討会によって行う。最終報告
書には「実習のテーマについて」「実習の経過を示す記録」「半年・一年の活動展開の跡づけ」「テーマ
を踏まえた展開の省察と今後の展望」を含むものとする。評価の基準は，企画運営・協働関係の維持と
発展・省察と記録という項目で設定されている到達水準に基づき，総合的に判断する。 
（２）長期インターンシップの評価 

評価は，毎週・毎月の記録とカンファレンスを踏まえ，８月の中間報告，１年間の最終報告をもとに
行う。評価の基準は，授業づくり・１年間のクラス作り・生徒指導・特別活動等・省察と記録という項
目で設定されている到達水準に基づき，総合的に判断する。 

評価はいずれも担当教員の合議で行う。 

（事務局資料）
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資料 2-1-5 第２期中の修了状況・学位授与率と修得単位数 

 
（事務局資料） 

 

 （事務局資料） 

平成27年度教育学研究科教職開発専攻の課程修了認定について

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 教職専門性開発コース 8 100% 10 20 15 45

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 スクールリーダー養成コース 19 100% 10 20 15 45

平成26年度教育学研究科教職開発専攻の課程修了認定について

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 教職専門性開発コース 15 100% 10 20 15 45

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 スクールリーダー養成コース 20 100% 10 20 15 45

平成25年度教育学研究科教職開発専攻の課程修了認定について

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 教職専門性開発コース 14 100% 10 20 15 45

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 スクールリーダー養成コース 15 100% 10 20 15 45

平成24年度教育学研究科教職開発専攻の課程修了認定について

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 教職専門性開発コース 10 100% 10 20 15 45

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 スクールリーダー養成コース 20 100% 10 20 15 45

平成23年度教育学研究科教職開発専攻の課程修了認定について

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 教職専門性開発コース 9 100% 10 20 15 45

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 スクールリーダー養成コース 18 100% 10 20 15 45

平成22年度教育学研究科教職開発専攻の課程修了認定について

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 教職専門性開発コース 5 100% 10 20 15 45

学校における実習
共通科目

（領域i〜領域v）
コース別選択科目

（１系〜３系）
合計

教職開発専攻 スクールリーダー養成コース 21 100% 10 20 15 45

専攻名 コース名 修了者数

専攻名 コース名 修了者数

専攻名 コース名 修了者数

修了者数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率

学位授与率

学位授与率

学位授与率

学位授与率専攻名 コース名

修得単位数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率
修得単位数

修了者数 学位授与率
修得単位数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率
修得単位数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率
修得単位数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率
修得単位数

修得単位数

修得単位数

修得単位数

修得単位数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率
修得単位数

専攻名 コース名 修了者数 学位授与率
修得単位数

専攻名 コース名

資料 2-1-6 第２期中の中途退学者の推移                          （人） 
 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

1年次 2年次 計 1年次 2年次 計 1年次 2年次 計 1年次 2年次 計 1年次 2年次 計 1年次 2年次 計

0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 1 1 2 0 0 0
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【院生アンケートの調査結果とその分析結果】 

院生の授業評価アンケートと満足度調査を実施し，授業内容・教育方法，学修支援等で

高い評価を得ている（資料 2-1-8, 9）。本結果を踏まえ，教育課程や教育方法を点検し，観

点「教育内容・方法」で示したようにそれらを不断に改善し続けている。 
 

 

資料 2-1-8 平成 27 年度前期授業評価アンケート結果（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-7 第２期中の教育職員免許状：専修免許状の取得者数 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

修了者数

（人） 
26 27 30 29 35 27 

専修免許状

取得者数 
（人） 

25 25 28 28 34 26 

専修免許状

取得率（％） 
96％ 93％ 93％ 97％ 97％ 96％ 

（事務局資料） 

 

1.0  

1.9  

8 3  54.3  34.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

設問3 

1.全く思わない 2.そう思わない 3.どちらともいえない 4.そう思う 5.強くそう思う 

88.9 ％ 

設問4 この授業を受けて，この分野への関心や意欲が増した。 

設問3 この授業で，新しい視点や考え方を身につけたり，新しい発見や体験をすることができた。 

1.5  

4 8  17 5  48.2  28.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

設問4 

1.全く思わない 2.そう思わない 3.どちらともいえない 4.そう思う 5.強くそう思う 

76.2％ 

平均：4.44 

平均：4.23 

  
  （事務局資料） 

設問22 教員からの手助け（説明，助言，指示，補助，励まし，評価など）を適切に受けた。 

設問23 授業分野について得意な者と不得意な者が一緒に活動できた。 

設問24 与えられた課題の分量や要 求水準は適切であった。 

実習・
実技型 

1.4  

3.5  15.9  41.1  38.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

設問22 

1.全く思わない 2.そう思わない 3.どちらともいえない 4.そう思う 5.強くそう思う 

79.3 ％ 

1.4  

0.6  

4.5  20.5  41.0  32.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

設問23 

0.該当しない 1.全く思わない 2.そう思わない 3.どちらともいえない 4.そう思う 5.強くそう思う 

73.0 ％ 

1.8  

4.5  19.9  47.3  26.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

設問24 

1.全く思わない 2.そう思わない 3.どちらともいえない 4.そう思う 5.強くそう思う 

73.9 ％ 

平均：4.52 

平均：4.27 

平均：4.29 
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資料 2-1-9 平成 26 年度満足度調査結果（一部抜粋） 

 

  

（平成 26 年度「福井大学の教育・研究に対する意識満足度調査」結果より抜粋） 
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（水準） 期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

① 院生の学業の成果は『長期実践研究報告』とその刊行物である『学校改革実践研究報

告』に結実され 1)，その評価方法を明確に規定し 2)，学業成果としての質を維持するとと

もに，機構「教師改革コラボレーション」3) により，その報告・公表機会を全国規模で実

施可能とすることで，学業成果の質の向上を促進している。 

 
1) 資料 2-1-1 ：『長期実践研究報告』の作成と発表のサイクル P3-39 

資料 2-1-2 ：『長期実践研究報告』の評価について P3-39 

資料 1-1-11 ：教師教育改革コラボレーション P3-12 

資料 1-2-18 ：平成 26 年２月・３月 公開実践研究交流集会一次案内 P3-32 

別添資料 1 ：「学校改革実践研究報告」目録（平成 22〜27 年度） P3-2～6 

 

 

② ほぼすべての院生が所定の単位を修得し，学位授与を成し遂げ，専修免許状を取得して

いることは 4)，院生の専門性向上への期待に応えているとともに，高度専門職業人として

の素養を涵養していると判断できる。 

 
4) 資料 2-1-3 ：授業科目の評価の方法に関する内規 P3-40 

資料 2-1-4 ：単位認定等評価方法 P3-40 

資料 2-1-5 ：第２期中の修了状況・学位授与率と修得単位数 P3-41 

資料 2-1-6 ：第２期中の中途退学者の推移 P3-41 

資料 2-1-7 ：第２期中の教育職員免許状：専修免許状の取得者数 P3-42 

 

 

③ 授業評価アンケートや満足度調査において，院生から教育課程・授業・学業に関する極

めて良好な評価が示されるとともに，その結果を教育課程等の改善に活かしている 5)。 

 

 
5) 資料 2-1-8 ：平成 27 年度前期授業評価アンケート結果（一部抜粋） P3-42 

資料 2-1-9 ：平成 26 年度満足度調査結果（一部抜粋） P3-43 
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観点 進路・就職の状況 

(観点に係る状況) 

 

【院生の教員採用状況と支援の取組】 

① すべての学部卒院生が教員として就職し，正規採用 47 名（約 77％），臨時任用 12 名（約

23％）と高い就職率を維持している。多くが福井県内で教職に就くが，平成 25 年度以降

は一定数が福井県外で教職に就いている（資料 2-2-1）。 

 

資料 2-2-1 第２期中の教職専門性開発コース修了者の就職状況         （人） 

    

      ※H28.3 のデータは見込                           （事務局資料） 

 

 

② 学部卒院生の高い教員採用率の維持は，「学校拠点方式」に基づく実践的な学修の成果

とともに，学部卒院生の教員採用試験に向けた筆記試験の指導，特に面接試験に向けた

支援による（資料 2-2-2, 3）。一方，現職教員院生は各学校・機関でリーダーシップやマ

ネジメントの中核業務を担い，「学校拠点方式」による教師教育の実践基盤を形成する本

専攻の取組を多用多層に支援している（別添資料 2）。 
 

資料 2-2-2 平成 28 年度教員採用試験対策面接指導要項 

      
                                         （事務局資料） 

  

教員採用（内定）状況 企業等採用（内定）状況

正規採用
（修了時）

臨時任用
（修了時）

正規採用
（H28.3現在）

臨時任用
（H28.3現在）

福井県内 福井県外 福井県内 福井県外

H23.3 5 5 3 2 5 0 5 0 0 0 0

H24.3 9 9 6 3 8 1 9 0 0 0 0

H25.3 10 10 7 3 9 1 8 2 0 0 0

H26.3 14 13 8 5 12 1 7 6 1 1 0

H27.3 15 15 6 9 7 8 11 3 0 0 0

H28.3 8 7 6 1 6 1 4 3 1 1 0

計 61 59 36 23 47 12 44 14 2 2 0

修了年月 修了者数

平成 28 年度教員採用試験対策面接指導について 

   

 
 

 
 

 

 
 

 

 
            H27.6.30  就職担当 

１  期  日 

   

 

7 月下旬～8 月上旬   

 

7/18,19 の福井県教員採用試験 1 次試験修了後 

   

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

    （2 次選考は 8/8～8/12） 

２  対象 

   

 

教員採用試験を受ける院生の中で希望する者 

 

３  内容 

個人面接２～３回  （集団面接３回） 

   

 
 

 

模擬面接（２５分程度）および指導（２０分程度） 

   

 
 

 

集団面接 

課題検討 15 分（個々）→集団討論（１分間スピーチ＋集団討論（20 分）） 

→指導（全体で気付いたことや個々への指導等適当な時間） 

４  指導者 

   

 

 

 

全教員（実務家教員、客員教授、コーディネートリサーチャーの先生、研究者教員） 

 

５  実施日調査

 

   

 

教員調査・・・７月８日（水）までに下記のような配信メールで回答（二宮へ） 

   

 

  院生と日程を調整し７月１４日（火）専攻会議・ＦＤまでにメールでお知らせ 

お名前と可能なところに○を付けて下さい。 ※集中の時はその時間抜けて対応可 集団面接

  9 00～11 30 13:00～15:30   9:00～11:30 13 00～ 5 30   9:00:～11:30 13:00～15:30   9 00:～11 30 13 00～ 5 30

集団面接

  9:00～11:30 13 00～ 5 30   9 00～11 30 13:00～15:30   9:00～11:30 13 00～ 5 30   9 00～11 30 13:00～15:30   9:00～11:30 13 00～ 5 30

集団面接

  9:00～11:30 13 00～ 5 30   9 00～11 30 13:00～15:30   9:00～11:30 13 00～ 5 30   9 00～11 30 13:00～15:30

集団面接

教員名

7月21日 火） 7月22日（水） 7月23日 木）

8月5日（水）8月4日 火）8月3日 月） 8月6日 木）

教員名
7月24日 金）

7月27日 月） 7月28日 火）

Ｈ２８年度教員採用試験対策面接指導割当

7月29日（水） 7月30日 木） 7月31日 金）
教員名
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資料 2-2-3 平成 28 年度教員採用試験面接対策割当て表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【修了生への支援と学業成果の追跡】 

 修了生には年２回の実践研究交流集会で

の実践発表機会を提供し，そこで各自の力

量形成を支えつつ活動状況を把握している

（P3-32 前掲資料 1-2-18）。また修了生の

追跡調査研究も実施し，本専攻の教員養成

の成果が顕著であることが示されている

（別添資料 3）。さらに，修了生の活動を広

報誌等への執筆を通じて確認，検証すると

ともに，「運営協議会」にて学校等の関係者

からの聴き取りを実施している。これらの

分析に基づき教育課程の点検，授業資料や

教育方法を改善し，在学生及び修了生の学

修支援・成長発達支援を高度化している（資

料 2-2-4, 5）。以上に示した本専攻の教育

活動とそれに基づく教育成果は，想定する

関係者の期待に大きく応えている。 

 

  

資料 2-2-4 広報誌リングリング記事「修了生の声」

 
（広報誌「リングリンク」No.２より抜粋）

H27.7.14

※ 集中兼ねず 集中のとき ※集中の時はその時間抜けて対応 個人面接 集団面接

 10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0

院生 高田 吉田田村佳 田中 吉田北川 高田増谷 田村佳 田中・高田・吉田・高
橋・田村 増谷 藤田増谷 吉田高田

〇松田 ○永谷 〇松田 ○小林真 ○加藤 ○宮下 ○宮下 ○宮下

○玉木 ○中川 ○玉木 ○中川 ○西川 ○加藤 ○森 ○稲井

○西川

◯綾城

集団面接

 10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0  10:00～11:30 13:00～15:１0

院生吉田田村佳 北川 田村佳 高橋 藤田 吉田 高田吉田北川 田村朋 増谷 高田 高橋 串 田中 田村朋 高田・田中・吉田・高
橋・田村 増谷

○永谷 ○玉木 ○永谷 ○玉木 ○玉木 ○中川 ○中川 ○中川 ○小林真 ○小林真

○西川 ○中川 ○西川 ○中川 ◯綾城 ◯綾城 ○風間 ○稲井 ○天方 ○風間

◯綾城 ○天方

○稲井

集団面接

 9:00～11:30 13:00～15:１0  9:00～11:30 13:00～15:１0  9:00～11:30 13:00～15:１0  9:00～11:30 13:00～15:１0

院生 増谷
高田・田中・吉田・高
橋・田村 増谷・藤田・

串
高田田中 北川 増谷 田中 藤田高橋 田村朋 高田田中 北川 吉田

○小林真 ○小林真 ○松田 ○松田 ○松田 ○松田 ○松田 ○松田
○西川 ○西川 ○永谷 ○永谷 ○加藤 ○加藤 ○加藤 ○加藤

○加藤

○風間

集団面接

会場

準備

７／２３ 12:30より集団討論会場づくり。集団討論後個人面接の形に戻す。

７／３１ 12:30より集団討論会場づくり。集団討論後個人面接の形に戻す。

８月２日は一般の方が使用するため７／３１日の集団面接修了後はスクール形式（現在）の形に

８／３ 8:30より個人面接会場づくり。１２：３０より集団討論会場づくり。集団討論後個人面接の形に戻す。

内線電話がないため、コラボレーションホールとの連絡はダイクスさんの執務室に。ダイヤルイン：２７－９８７２

共用講義棟 K２３０(少し離れていますが東隣のビル２階です)

8月5日（水）8月4日（火）8月3日（月）

７／２１ 時から会場づくり

7月24日（金）集中2日目

7月27日（月）集中1日目 7月28日（火）集中2日目

8月6日（木）

Ｈ２８年度教員採用試験対策模擬面接指導

7月29日（水）集中3日目 7月30日 木）集中1日目 7月31日（金）集中2日目

7月23日（木）集中１日目

教員

教員

８／６の面接修了後は院生が原状復帰（３列×３列）します。 院生の吉田さん責任者）

教員

7月21日（火）集中２日目 7月22日（水）集中3日目

（事務局資料） 
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資料 2-2-5 修了生の活動状況に関する関係者への聴き取り結果 

 

・修了生が学校の中核として研究推進や協働的な組織づくりに貢献している。 
・修了生による校内の組織的な授業改善により，児童・生徒の学習満足度が向上している。 
・高等学校においても修了生が中心となり教科会や，教科の枠を外した授業研究会を進め

るなど，現場における教師の意識改革に好影響を与えている。 
・修了生同士が協働で学び合う新しいコミュニティづくりを行うなど，教職大学院のおか

げで市の研究組織は活性化している。 
 

（平成 27 年３月 20 日（金）運営協議会記録より抜粋） 

 

  

（水準） 期待される水準を上回る 

 

（判断理由） 

① 「学校拠点方式」を基盤とした学校・実践ベースの教育課程とともに，院生の教員採用

試験に向けた手厚い支援を実施 1)することで，学部卒院生の高い教員採用率を維持 2)して

いる。また，現職教員院生は修了後に各学校・機関等で活躍し，学校・実践ベースの教

師教育の担い手となっている 3)。 

 
1) 資料 2-2-2 ：平成 28 年度教員採用試験対策面接指導要項 P3-45 

資料 2-2-3 ：平成 28 年度教員採用試験面接対策割当て表 P3-46 
2) 資料 2-2-1 ：第２期中の教職専門性開発コース修了者の就職状況 P3-45 
3) 別添資料 2 ：スクールリーダー養成コース修了生の現在の所属校等 P3-7, 8 

 

 

② 関係諸機関から修了生に対する極めて高い評価を得ているとともに，各種調査結果に基

づき在籍生及び修了生の学業成果を点検し，教育課程等の改善を不断に継続している 4)。 

 
4) 資料 2-2-4 ：広報誌リングリング記事「修了生の声」 P3-46 

資料 2-2-5 ：修了生の活動状況に関する関係者への聴き取り結果 P3-47 

別添資料 3 ：修了生の追跡調査研究 P3-9 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

① 第１期末に比して，特別経費：国立大学機能強化等の採択により，（１）交流教員の増

加，特命教員・併任教員・コーディネートリサーチャーの新設 1)，（２）課程担当教員資

格基準の策定 2)，（３）FD の組織的展開と高度化 3) を第２期末までに実現したことで，教

員の多様性と専門性が向上し，院生の学修を多層多重に支援する教育実施体制の質が向

上した。 
 

1) 資料 1-1-3 ：３つの系と教員配置 P3-5 

資料 1-1-5 ：附属学園併任教員の位置づけ P3-8 
2) 資料 1-1-6 ：教職大学院の課程担当教員資格基準 P3-9 
3) 資料 1-1-7 ：FD 研究会（平成 27 年度前期）の計画 P3-10 

 

② さらに，（４）機構「教師教育改革コラボレーション」による他大学との協働連携 4)，

（５）海外教育機関との研究交流の推進 5) を実現したことで，全国的・国際的な「学校

拠点方式」による教員養成と教師教育が推進され 6)，院生の地域・国を越えた学校・実践

ベースの学修・研究を可能とする教育環境の質が向上した。 

 
4) 資料 1-1-11 ：教師教育改革コラボレーション P3-12 
5) 資料 1-1-12 ：海外ベンチマーキング・調査 P3-13 
6) 資料 1-1-13 ：教職開発専攻（DPDT）のグローバルマップ P3-13 

 

③ また，第２期末までに学校教員免許取得プログラムと独自の奨学金制度を新設 7) した

ことにより，入学定員の充足が維持され，院生の学修環境の質が改善した。この改善に

基づきながら，第１期末に比して，教育課程において実践科目が核となる特徴を明確化
8) し，（１）実践省察カンファレンス等の学習内容の高度化，（２）プロジェクト型学修の

拡充 を実現 9) したことで，院生の能動的な学修が推進され，教育内容・方法の質が向上

した。 

 
7) 資料 1-1-16 ：小学校教員免許取得プログラム案内 P3-15 

資料 1-1-17 ：「次世代教育創生資金」案内 P3-15 
8) 資料 1-2-1  ：コア・カリキュラムのデザイン P3-23 
9) 資料 1-2-7  ：週間カンファレンスの概要 P3-26 

資料 1-2-8  ：平成 27 年度週間カンファレンス午前②学校実習に基づくプロジェクト学習の 

テーマ P3-27 

資料 1-2-9  ：月間カンファレンスのテーマ P3-27 

 

④ 加えて，第１期末に着手した教員研修機関との連携を第２期末までに推進したことで，

新規の教員研修プログラムが協働開発され，現職教員の専門性開発を促進する教育内容

の質が向上した 10)。 

  
10)  資料 1-2-23 ：ミドルステップアップ研修概要 P3-35 

資料 1-2-24 ：平成 25 年度のミドルステップアップ研修の受講者数・受講者の感想（抜粋） 

P3-36 

資料 1-2-25 ：特別支援教育コーディネーター専門研修・授業研究リーダー実習概要と 

受講者数・受講者の感想（抜粋） P3-36 

資料 1-2-26 ：平成 25 年度教員免許状更新講習(必修領域)実施状況報告 P3-37 
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（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

① 教育活動の状況の質の向上を受け，院生の学修支援・内容が高度化し，学業成果物の

『学校改革実践研究報告』が第１期末：88 本から第２期末：263 本（第２期中：175 本，

刊行号では 263 号）に達し 1)，学業成果の質が向上した。また，機構「教師教育改革コラ

ボレーション」2) を第２期末までに設立したことで，他都府県の実践研究交流集会での院

生による実践報告が推進され，学業成果の公表・検証の質が向上した。 

 
1) 資料 2-1-1  ：『長期実践研究報告』の作成と発表のサイクル P3-39 

別添資料 1  ：「学校改革実践研究報告」目録（平成 22〜27 年度分） P3-2～6 
2) 資料 1-1-11 ：教師教育改革コラボレーション P3-12 

 

 

② さらに，第１期末に比して，学部卒院生の教員採用試験への支援を充実させた 3) こと

で，継続して高い教員採用率を維持するとともに，県外教員採用数が第１期末：５名か

ら第２期末：14 名に拡充 4) したように，院生の進路の質が向上し，加えて，修了生への

支援を多角的に実施しながら追跡調査も実施 5) することで，院生の教員採用後の支援の

質が向上した。 

 
3) 資料 2-2-2 ：平成 28 年度教員採用試験対策面接指導要項 P3-45 

資料 2-2-3 ：平成 28 年度教員採用試験面接対策割当て表 P3-46 
4) 資料 2-2-1 ：第２期中の教職専門性開発コース修了者の就職状況 P3-45 
5) 別添資料 3 ：修了生の追跡調査研究 P3-9 

 

 
 




